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1.1 調査の概要 

1.1.1 調査の目的 

本市では、成田ニュータウンの赤坂センター地区に所在する既存の中央公民館及び図書

館（本館）の用地（約 2ha）に加え、赤坂センタービル跡地(約 1ha)及び隣接地(約 1ha)を

取得しており、当該用地(約 4ha)を一体的に活用して、老朽化が進行している中央公民館

や図書館（本館）の建替えも視野に、多機能な複合施設の整備を計画している。 

成田ニュータウンは、現在、成田国際空港株式会社（以下「空港会社」という。）にお

いて進められている「成田空港の更なる機能強化」に伴い増加が見込まれる空港関連企業

の従業者の受け皿としての役割も大きいことから、老朽化した団地の再生なども含めた居

住環境の再整備を図るとともに、地域全体の賑わいの創出や活性化を図ることが求められ

ている。 

このようなことから、成田ニュータウンの再生を見据えた複合施設を整備するための基

本調査を実施し、施設の目指すべき将来ビジョンを策定する。 

1.1.2 対象区域 

調査対象区域は、成田ニュータウンを中心とした市内全域とする。 

複合施設整備予定地は、下図のとおり図書館（本館）、中央公民館、赤坂保育園の用地

及びその隣接地において検討を行うものとする。 

 
出典：国土地理院空中写真を基に作成 

図 1.1 複合施設整備予定の位置等 

 

赤坂保育園 

図書館（本館） 中央公民館 

複合施設整備計画
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1.2 前提条件 

1.2.1 成田市の位置づけ 

本市は、千葉県の北部中央に位置する中核

都市である。 

北は利根川を隔てて茨城県と接し、西は県

立自然公園に指定されている印旛沼、東は香

取市と接している。市の西側には根木名川、東

側には大須賀川が流れ、それらを取り囲むよ

うに広大な水田地帯や肥沃な北総台地の畑地

帯が広がっている。北部から東部にかけての

丘陵地には工業団地やゴルフ場が点在し、南

には日本の空の玄関口・成田国際空港がある。 

また、市の中心部である成田地区は 1,000 年以上の歴史がある成田山新勝寺の門前町

として栄え、毎年多くの参詣者でにぎわう。市内にはほかにも数多くの寺社が点在して

おり、豊かな水と緑に囲まれた伝統的な姿と国際的な姿が融和した都市である。 

 

成田ニュータウンは、昭和 53(1978)年の成田国際空港の開港を見据え、空港と空港関

連企業の従業員やその家族の居住地として、人口増加に伴う住宅需要の増加を見込んで

計画され、小中学校、商業施設、医療施設、公園などが配置された。昭和 47(1972)年の

入居開始以来、成田ニュータウンは、市外からも人々が移り住む地域として発展してき

た。 

 

空港会社では、夜間飛行制限の変更や滑走路の延伸・新設などにより、年間発着容量

を 50 万回に拡大する、「成田空港の更なる機能強化」を推進している。 

更なる機能強化の実現に

より、成田空港の旅客数は

約 2 倍、貨物取扱量は約 1.5

倍へと増加する見込みであ

り、観光客の増加や地元企

業の成長のみならず、企業

の進出をはじめ雇用の創出

や道路ネットワークの拡充、

空港へのアクセス交通の充

実、地元農水産品の輸出拡

大などの効果が期待される。 

図 1.2 成田市の位置 

表 1.1 将来の年間発着容量 50 万回に対応可能な施設規模 

 

出典：成田空港に関する四者協議会「成田空港周辺の地域づくりに関す

る実施プラン」（令和 2(2020)年 3 月） 
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「成田空港の更なる機能強化」が着実に推進される中、空港会社は、空港内の旅客・

貨物施設等について、発着容量拡大に伴う処理容量の大幅な向上の必要性や、開港から

45 年以上が経過し老朽化が進んでいること、また近年の激甚化した災害への対応、さら

には、世界では近隣アジア諸国を中心に、各国が新空港の整備や機能強化に取り組んで

おり、国際拠点空港としての成田国際空港の地位が相対的に低下するなどの喫緊の課題

を踏まえ、令和 4(2022)年 10 月から「新しい成田空港」構想の検討に着手した。有識者

や国、県、成田市長等により構成される検討会における、5 回に亘る議論を踏まえ、空

港会社は成田国際空港の概況、課題、目指すべき姿及びその実現に向けた方向性につい

て、「旅客ターミナル」、「貨物施設」、「空港アクセス」、「地域共生・まちづくり」

のテーマごとに整理し、令和 5(2023)年 3 月に「中間とりまとめ」を公表した。令和 6 

(2024) 年 2 月より再開された検討会においては、「中間とりまとめ」を踏まえ、旅客タ

ーミナルの再構築や空港アクセスの改善など、成田空港の将来像について検討の深度化

を図っている。 

 

旅客ターミナルについては、近隣アジア諸国をはじめとする海外の空港との競争が

激しくなる中、第 1 ターミナルから第 3 ターミナルまで 3 か所ある現在の旅客ターミ

ナルを 1 か所に集約する「ワンターミナル」化を目指すとしている。 

「ワンターミナル」化によって、ターミナル間を移動する乗り継ぎがなくなり、利

用者視点での利便性・快適性が向上するほか、設備投資や人員配置の面においても業

務の効率化が期待される。 

 
出典：『新しい成田空港』構想検討会「『新しい成田空港』構想 中間とりまとめ」（令和 5(2023)年 3 月） 

図 1.3 ワンターミナル化のイメージ 
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今後の航空需要の増大や更なる機能強化に伴い、成田空港の利用者は段階的に増加

していき、将来的には現状の約 2 倍の年間 7,500 万人になる見込みである一方、現在

の各空港アクセスはこれほどの旅客数を取り扱うことを想定したものではないため、

空港の機能強化とあわせて輸送力の向上やサービスレベルの改善を図っていく必要が

あるとしている。 

 また、空港アクセスの目指すべき姿として、様々な選択肢による空港全体としての

最適アクセスが実現されることを目指すべきであるとし、空港アクセスの改善にあた

っては、将来予測に基づき、インバウンド旅客等の将来利用を想定してその利便性向

上を検討するとともに、公共交通の充実や渋滞解消等による環境負荷低減を念頭に置

いて取り組む必要があるとしている。 

 

国家戦略特区は、世界で一番ビジネスしやすい環境を作ることを目的に、地域や分野

を限定し、大胆な規制・制度の緩和を行うために国が定める区域のことである。 

本市は「国際医療学園都市構想」と「エアポート都市構想」を提案し、平成 26(2014)

年 5 月に東京圏の一部として国家戦略特区に指定された。特区の指定以降、これまでに

医学部の新設をはじめ、様々な規制緩和を実現している。 

 

 
図 1.4 国際医療学園都市構想の概要（平成 25(2013)年 9 月策定） 
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表 1.2  国家戦略特区制度における本市が実現している規制緩和 

平成 27(2015)年 9 月 「地域限定保育士」制度の創設 

平成 27(2015)年 11 月 医学部の新設 

平成 30(2018)年 12 月 小規模認可保育所における対象年齢の拡大 

令和 2(2020)年 6 月 NPO 法人の設立手続きの迅速化 

令和 2(2020)年 9 月 
海外大学卒業外国人留学生の就職活動に係る在留資格に関す

る特例 

令和 4(2022)年 3 月 工場新増設促進のための関係法令の規制緩和 

令和 5(2023)年 10 月 創業人材等の多様な外国人の受け入れ促進 

1.2.2 赤坂センター地区を巡るこれまでの経緯 

本市は、成田ニュータウンの赤坂センター地区内において、平成 23(2011)年度と平成

27(2015)年度に千葉県企業庁から用地を取得しており、中央公民館と図書館（本館）の敷

地を合わせた約 4ha を活用して、老朽化が進行している中央公民館と図書館（本館）の建

て替えも踏まえた多機能な複合施設の整備を検討することとしてきた。 

そうした中、令和 2(2020)年 1 月には、庁内に検討組織として、赤坂センター地区複合

施設等整備推進委員会および幹事会を設置し、将来の人口構造や市民ニーズの変化などを

踏まえつつ、赤坂センター地区における土地利用について総合的な検討を進めてきた。 

また、「NARITA みらいプラン」第 3 期基本計画（令和 6(2024)年 3 月）では、赤坂セン

ター地区において、生涯学習や子育てを支援する機能等を有した多機能な複合施設の整備

を検討することとしている。 

 

1.2.3 上位計画における位置づけ 

上位計画における赤坂センター地区および複合施設整備予定地の位置付けを下記に示

す。 

表 1.3  上位計画における位置づけ 

計画の名称 位置づけ 

成 田 市 総 合 計 画

「NARITA みらいプラ

ン」第 3 期基本計画（令

和 6(2024)年 3 月策定） 

 赤坂センター地区において、生涯学習や子育てを支援するた

めの多機能な複合施設の整備を検討するとしている。 

成田市都市計画マスタ

ープラン 

（平成 29(2017)年 3 月

策定・令和 5(2023)年 2

月見直し） 

 赤坂地区周辺は「都市拠点」として位置付けられており、本

市の商業機能を担う中核的な拠点として、商業・業務機能、

全市及び地域に対する公共・公益サービス機能等の都市機能

の充実を図るとされている。 

 赤坂センター地区では、老朽化が進む中央公民館、図書館（本

館）の再整備も含め、子育てや生涯学習等を支援する多機能

な複合施設の整備に向けて、事業の推進を図るとしている。 
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計画の名称 位置づけ 

成田市立地適正化計画

（平成 30(2018)年 3 月

策定・令和 5(2023)年 3

月見直し） 

 赤坂地区は「都市拠点」として位置付けられている。 

 複合施設整備予定地は赤坂地区の都市機能誘導区域内に位置

しており、生涯学習施設（教育・文化機能）と地域子育て支

援センター（子育て機能）を誘導施設として、多機能複合施

設の立地が新たに求められるとされている。 

成田市公共施設等総合

管 理 計 画 （ 平 成

29(2017)年 3 月策定・

令和 5(2023)年 12 月改

訂） 

 図書館（本館）は築後 35 年以上経過しており、建築物や設備

の経年劣化がみられ、将来の人口構造や市民ニーズの変化、

全市的な公共施設の配置バランスなどを踏まえ、更にはバリ

アフリー化への対応も考慮しつつ、赤坂センター地区におけ

る土地利用と併せて、総合的に検討するとしている。 

 赤坂ふれあいセンターは、多くの高齢者に利用されており、

今後も高齢化の進行により、施設利用の需要は高いものと見

込まれるとし、現在は、民間施設の一部を借りて運営してい

ることから、赤坂地区で建設が予定されている複合施設への

機能の集約化や複合化等を検討するとしている。 

 赤坂ふれあいセンターと併設されている男女共同参画センタ

ーは、平成 26(2014)年の開設後、利用者が増加傾向にある旨

が示されている。 

 子ども館は、施設の老朽化が進行していることから、更新等

の際には、赤坂センター地区で今後建設が予定されている複

合施設への機能の集約化や複合化等を検討するとしている。 

 中央公民館を含むニュータウン地区の公民館は、利用状況等

を踏まえ、赤坂センター地区で今後整備が予定されている複

合施設への機能の集約化や複合化等を検討するとしている。 
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1.2.4 複合施設の整備にかかる条件整理 

複合施設の整備にかかる条件を以下に示す。 

 

表 1.4  複合施設の整備にかかる条件 

 北側 南側 

所在地 成田市赤坂1丁目1番地3 成田市赤坂2丁目1番地1 他3筆 

敷地面積 19,274.29㎡ 20,842.78㎡ 

所有者 成田市 成田市土地開発公社 

区域区分 市街化区域 

用途地域 近隣商業地域 商業地域 

建ぺい率 80％ 

容積率 200％ 400％ 

その他地域区域 ‐ 防火区域 

高さ制限 なし なし 

道路斜線 勾配1.5％ 

隣地斜線 勾配2.5％＋立上り31m 

日影規制 なし 

宅地造成等規制区域 区域内 

景観計画 商業地景観ゾーン 

現 状 図書館(本館)、中央公民館・市民課赤坂分室 赤坂保育園、民営駐車場、歩道橋など 

 
 
 
 
    
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 1.5 複合施設整備予定地の都市計画等 

 

複合施設整備計画
地 

南側 

北側 
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1.3 前提条件のまとめ 

 

複合施設の整備を検討するにあたっての前提条件を下記に示す。 

 

表 1.5 複合施設の整備検討にあたっての前提条件 

項目 内容 

成田空港の機能強化
等の考慮 

 成田ニュータウンは、成田空港と空港関連企業の従業員やその家

族の居住地として、人口増加に伴う住宅需要の増加を見込んで計

画された経緯がある。今後、成田空港の更なる機能強化に伴い、

空港と空港関連企業の従業者の増加と新たな住宅需要の発生

が期待されることから、複合施設の整備検討にあたっては、若

い世代や子育て世代の転入促進の視点も必要である。 

赤坂センター地区を
巡るこれまでの経緯
の考慮 

 複合施設に導入する機能については、これまでの検討経緯の中で

生涯学習や子育てを支援する機能が挙げられているが、これに限

定しているわけではない。このため、将来の人口構造（成田空港

の更なる機能強化に伴う住宅需要といった将来的な変動要素

も含む）や市民ニーズの変化などを踏まえつつ、総合的に検討

する必要がある。 

都市計画等の土地利
用規制の考慮 

 複合施設の整備予定地は、商業系用途地域であり、比較的幅広い

用途を許容できる。一方、容積率については、北側（200％）と

南側（400％）との間で差異があることから、この点も含めて導

入機能と施設整備予定地の組み合わせを絞り込む必要がある。 
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2.1 市民アンケート調査 

 
2.1.1 調査概要 

アンケート調査は、成田ニュータウン居住者を対象とした「Ａ調査」、成田ニュータウ

ン居住者以外の市民を対象とした「Ｂ調査」を実施した。 

表 2.1 市民アンケート調査の概要 

項目 内容 

目的 
赤坂センター地区にある公共施設の利用状況や満足度、施設整備に求める機能

等の把握 

調査対象 
【Ａ調査】成田ニュータウン居住者 1,000 人（15 歳以上） 

【Ｂ調査】成田ニュータウン居住者以外の市民 1,000 人（15 歳以上） 

抽出方法 既往調査の年代別回収率を踏まえた比例配分による無作為抽出 

調査方法 郵送による配布・回収のほか、ＱＲコードによるＷＥＢ回答 

調査期間 令和 5(2023)年 8 月 21 日～9 月 4 日 

回収状況 
【Ａ調査】287（郵送：189、WEB：98） 

【Ｂ調査】269（郵送：172、WEB：97） 

 

2.1.2 調査内容 

Ａ調査、Ｂ調査は回答結果を比較するため、基本的に同じ調査内容としたが、Ｂ調査で

は成田ニュータウンに対するイメージや成田ニュータウンへの訪問経験、頻度を把握する

ための調査項目を設定した。 

表 2.2 市民アンケートの調査内容 

調査項目 Ａ調査 Ｂ調査 

個人属性：性別、年齢、同居家族、職業、居住地、居住年数 ● ● 

成田ニュータウンに対するイメージ － ● 

成田ニュータウンへの訪問経験 － ● 

成田ニュータウンへの訪問頻度 － ● 

赤坂地区への訪問頻度 ● ● 

赤坂地区への交通手段、所要時間 ● ● 

赤坂地区で充実した方が良いと思う施設 ● ● 

図書館（本館）の満足度 ● ● 

中央公民館の満足度 ● ● 

（仮称）赤坂センター地区複合施設を整備する場合のスペースやサービスの重要度 ● ● 

（仮称）赤坂センター地区複合施設を整備する場合の工夫に対する重要度 ● ● 

その他、意見・要望など（自由意見） ● ● 
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2.1.3 調査結果 

成田ニュータウン内外ともに男性が 40％前後、女性が 60％弱となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.1 回答者の性別（単一回答） 

 

成田ニュータウン内では 40 歳代が最も多く（19.9％）、成田ニュータウン外では 10

歳代が最も多い（17.8％）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.2 回答者の年齢（単一回答） 

 

  

40.4%

35.7%

58.2%

57.6%

1.4%

6.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NT内居住者

(n=287)

NT外居住者

(n=269)

男性 女性 無回答

16.7%

17.8%

18.1%

13.8%

11.1%

17.1%

19.9%

16.0%

11.8%

17.5%

8.4%

7.8%

12.9%

8.9%

1.0%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NT内居住者

(n=287)

NT外居住者

(n=269)

15～19 歳 20～29 歳 30～39 歳 40～49 歳 50～59 歳 60～69 歳 70 歳以上 無回答
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成田ニュータウン内外ともに、「親と子（2 世代）」が最も多く（60％前後）、次いで

成田ニュータウン内では「夫婦のみ」（20.6％）、成田ニュータウン外では「ひとり暮

らし(単身世帯)」（16.0％）の順となっている。 

 

 
 

  

 

 

 

 

 

図 2.3 回答者の家族構成（単一回答） 

 

成田ニュータウン内外ともに「会社員・会社役員」が最も多く、成田ニュータウン内

が 29.3％、成田ニュータウン外が 38.7％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.4 回答者の職業（単一回答） 

 

  

9.8%

16.0%

20.6%

11.2%

62.0%

58.0%

4.5%

11.2%

1.7%

1.5%

1.4%

2.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NT内居住者

(n=287)

NT外居住者

(n=269)

ひとり暮らし

（単身世帯）

夫婦のみ 親と子

（２世代）

親と子と孫など

（３世代以上）

その他 無回答

29.3%

38.7%

1.7%

5.2%

5.2%

5.6%

4.2%

0.7%

15.0%

13.0%

20.9%

18.2%

10.1%

8.9%

9.8%

8.6%

1.4%

2.4%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NT内居住者

(n=287)

NT外居住者

(n=269)

会社員・会社役員 自営業 公務員 派遣・契約社員 パート・アルバイト

学生 専業主婦・主夫 無職 その他 無回答
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成田ニュータウン内では「中台地区」が最も多く（26.5％）、成田ニュータウン外で

は「成田地区」が最も多く（35.7％）なっている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2.5 回答者の居住地（単一回答） 

 

成田ニュータウン内では「10 年～19 年」が最も多く（34.1％）、成田ニュータウン外

では「1 年～9 年」が最も多く（32.0％）なっている。 

 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

図 2.6 回答者の居住年数（単一回答） 

 
  

0.3%

12.9% 25.8% 11.1% 22.3% 26.5% 1.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NT内居住者

(n=287)

赤坂 吾妻 加良部 橋賀台 玉造 中台 無回答

35.7% 24.9%
2.6%

0.4%

6.7%
1.5%

11.2% 4.8%
4.8%

1.9%
5.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NT外居住者

(n=269)

成田 公津 八生 中郷 久住 豊住 遠山 下総 大栄 成田ニュータウン 無回答

7.3%

5.2%

22.0%

32.0%

34.1%

29.4%

14.3%

14.1%

21.3%

18.2%

1.0%

1.1%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

NT内居住者

(n=287)

NT外居住者

(n=269)

１年未満 １～９年 10 年～19 年 20 年～29 年 30 年以上 無回答
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成田ニュータウンに対するイメージを、「たいへんそう思う」と「そう思う」を合わ

せた肯定的評価の割合で分析する。 

 

「食料品など日用品の買い物がしやすいまち」が最も多く（68.4％）、次いで「公園

や緑地が充実したまち」（67.3％）、「道路などの都市基盤が充実したまち」（57.3％）、

「公共の施設やサービスが充実したまち」（56.9％）の順となっており、計画的な整備

が行われた市街地としての特徴がまちのイメージを形成している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.7 成田ニュータウン外居住者の成田ニュータウンに対するイメージ（単一回答） 

  

10.4%

8.6%

18.6%

12.6%

15.2%

16.0%

9.3%

21.2%

16.0%

46.5%

29.7%

49.8%

30.1%

34.9%

34.6%

29.4%

46.1%

41.3%

28.6%

34.2%

20.4%

32.7%

33.8%

35.7%

44.2%

23.8%

29.4%

10.0%

19.3%

6.3%

12.6%

10.4%

7.8%

11.2%

5.6%

7.8%

0.7%

5.2%

1.5%

8.2%

1.9%

2.6%

2.6%

2.2%

3.7%

3.0%

3.3%

3.7%

3.7%

3.3%

3.3%

3.3%

3.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たいへんそう思う そう思う どちらともいえない そう思わない 全く思わない 無回答

①公共の施設やサービスが充実したまち 

②衣服など非日用品の買い物がしやすいまち  

③食料品など日用品の買い物がしやすいまち 

④バスで行きやすいまち  

⑤医療施設や福祉施設が充実したまち  

⑥子育て世帯が暮らしやすいまち  

⑦高齢者が暮らしやすいまち  

⑧公園や緑地が充実したまち  

⑨道路などの都市基盤が充実したまち  

(n=269)  
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7.1%

8.2%

22.4%

16.5%

14.1%

12.9%

11.8%

25.9%

17.6%

50.6%

31.8%

45.9%

35.3%

36.5%

31.8%

29.4%

42.4%

37.6%

28.2%

31.8%

22.4%

29.4%

37.6%

40.0%

42.4%

22.4%

31.8%

10.6%

20.0%

7.1%

10.6%

8.2%

10.6%

11.8%

9.4%

9.4%

2.4%

7.1%

1.2%

7.1%

2.4%

3.5%

3.5%

2.4%

1.2%

1.2%

1.2%

1.2%

1.2%

1.2%

1.2%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たいへんそう思う そう思う どちらともいえない そう思わない 全くそう思わない 不明

①公共の施設やサービスが充実したまち 

②衣服など非日用品の買い物がしやすいまち  

③食料品など日用品の買い物がしやすいまち 

④バスで行きやすいまち  

⑤医療施設や福祉施設が充実したまち  

⑥子育て世帯が暮らしやすいまち  

⑦高齢者が暮らしやすいまち  

⑧公園や緑地が充実したまち  

⑨道路などの都市基盤が充実したまち  

(n=85)  

①15～29 歳 

全体の傾向と同様に計画的な整備が行われた市街地としての特徴がまちのイメージ

を形成している。15～29 歳の関心事であると考えられる「子育て世帯が暮らしやすい

まち」に対する肯定的評価は 44.7％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

図 2.8 成田ニュータウン外居住者（15～29歳）の成田ニュータウンに対するイメージ（単一回答） 
 

②30～49 歳 

全体の傾向と同様に計画的な整備が行われた市街地としての特徴がまちのイメージ

を形成している。30～49 歳の関心事であると考えられる「子育て世帯が暮らしやすい

まち」に対する肯定的評価は 60.7％と、15～29 歳よりも高い値となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図 2.9 成田ニュータウン外居住者（30～49 歳）の成田ニュータウンに対するイメージ（単一回答） 

 

12.4%

9.0%

22.5%

13.5%

20.2%

24.7%

10.1%

24.7%

16.9%

49.4%

24.7%

52.8%

30.3%

33.7%

36.0%

27.0%

48.3%

41.6%

29.2%

38.2%

18.0%

33.7%

31.5%

29.2%

46.1%

24.7%

31.5%

9.0%

22.5%

4.5%

13.5%

12.4%

7.9%

12.4%

2.2%

7.9%

5.6%

2.2%

7.9%

2.2%

2.2%

3.4%

2.2%

0.0%

1.1%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たいへんそう思う そう思う どちらともいえない そう思わない 全くそう思わない 不明

①公共の施設やサービスが充実したまち 

②衣服など非日用品の買い物がしやすいまち  

③食料品など日用品の買い物がしやすいまち 

④バスで行きやすいまち  

⑤医療施設や福祉施設が充実したまち  

⑥子育て世帯が暮らしやすいまち  

⑦高齢者が暮らしやすいまち  

⑧公園や緑地が充実したまち  

⑨道路などの都市基盤が充実したまち  

(n=89)  
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③50 歳以上 

全体の傾向と同様に計画的な整備が行われた市街地としての特徴がまちのイメージ

を形成している。50 歳以上の関心事であると考えられる「医療施設や福祉施設が充実

したまち」の肯定的評価は 47.9％、「高齢者が暮らしやすいまち」の肯定的評価は

39.1％となっている。また、「バスで行きやすいまち」は 34.8％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.10 成田ニュータウン外居住者（50 歳以上）の成田ニュータウンに対するイメージ（単一回答） 
 

  

12.0%

8.7%

12.0%

8.7%

12.0%

10.9%

6.5%

14.1%

14.1%

41.3%

33.7%

52.2%

26.1%

35.9%

37.0%

32.6%

48.9%

45.7%

29.3%

33.7%

21.7%

35.9%

33.7%

39.1%

45.7%

25.0%

26.1%

10.9%

16.3%

7.6%

14.1%

10.9%

5.4%

9.8%

5.4%

6.5%

3.3%

1.1%

9.8%

1.1%

2.2%

1.1%

2.2%

6.5%

4.3%

5.4%

5.4%

6.5%

5.4%

4.3%

6.5%

5.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

たいへんそう思う そう思う どちらともいえない そう思わない 全くそう思わない 不明

①公共の施設やサービスが充実したまち 

②衣服など非日用品の買い物がしやすいまち  

③食料品など日用品の買い物がしやすいまち 

④バスで行きやすいまち  

⑤医療施設や福祉施設が充実したまち  

⑥子育て世帯が暮らしやすいまち  

⑦高齢者が暮らしやすいまち  

⑧公園や緑地が充実したまち  

⑨道路などの都市基盤が充実したまち  

(n=92)  
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成田ニュータウンおよび赤坂地区へ行ったことのある回答者は、いずれも 95％以上と

なっており、成田ニュータウンは広域的な拠点性を有していると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.11 成田ニュータウン及び赤坂地区へ行った経験（単一回答） 

 

成田ニュータウンへの訪問頻度は、「月 2～3 回」以上で 47.1％であり、成田ニュー

タウン外居住者も定期的に成田ニュータウンを訪問している。 

 

 

 

 

 

 

図 2.12 成田ニュータウンへの訪問頻度（単一回答） 

  

96.3%

98.5%

3.3%

0.4%

0.4%

1.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

成田ニュータウンへ行った経験

(n=269)

赤坂地区へ行った経験

(n=259)

ある ない 無回答

7.5% 6.3% 13.7% 19.6% 24.3% 6.7% 22.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

成田ニュータウンへの訪問頻度

(n=255)

ほぼ毎日 週２～３回 週１回程度 月２～３回 年に数回 過去に数回程度 無回答
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赤坂地区への訪問頻度について「週 1 回程度」以上の割合を見ると、「買い物（食料

品など日用品）」が最も多くなっている（60.6％）。 

「月 2～3 回」以上では、「買い物（食料品など日用品）」が最も多く（85.3％）、次

いで「銀行・郵便局利用」（55.8％）、「買い物（衣服など非日用品）」（51.2％）、

の順となっており、赤坂地区は日常生活を支える拠点的なエリアとなっていると考えら

れる。 

また、「図書館（本館）利用」は「月 2～3 回」以上が 28.7％であり、定期的に利用す

る市民が一定程度見られる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.13 成田ニュータウン内居住者における赤坂地区への訪問頻度（単一回答） 

  

①通勤  

②買い物（食料品など日用品）  

③買い物（衣服など非日用品）  

④飲食  

⑤銀行・郵便局利用  

⑥赤坂ふれあいセンター利用  

⑦図書館 （本館） 利用  

⑧中央公民館利用  

⑨市民課赤坂分室利用  

⑩保健福祉館利用  

⑪赤坂公園利用  

(n=287) 
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41.1%
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28.9%
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13.2%

28.4%

22.0%

17.8%

26.5%

26.5%

7.3%
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13.6%

6.6%

20.6%

32.6%

44.3%

37.3%

48.1%

45.6%

51.6%
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19.9%
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4.2%

1.4%

2.4%

3.1%

2.8%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほぼ毎日 週２～３回 週１回程度 月２～３回 年に数回 過去に数回程度 行ったことがない 無回答
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赤坂地区への訪問頻度について「週 1 回程度」以上の割合を見ると、「買い物（食料

品など日用品）」が最も多く（21.5％）、成田ニュータウン外居住者の一部においても

赤坂地区が日常生活を支える拠点となっている。 

「月 2～3 回」以上では、「買い物（食料品など日用品）」が最も多く（47.8％）、次

いで「買い物（衣服など非日用品）」（29.8％）、「銀行・郵便局利用」（25.2％）の

順となっている。 

また、「図書館（本館）利用」は「年に数回」以上で 30.6％となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.14 成田ニュータウン外居住者における赤坂地区への訪問頻度（単一回答） 
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19.2%

16.5%

16.9%

0.4%

5.1%

1.2%

0.4%

2.0%

2.4%

6.7%

25.5%

32.2%

38.4%

36.1%

9.4%

19.2%

8.6%

4.3%

20.4%

11.0%

44.3%

15.3%

25.1%

23.5%

26.7%

62.4%

54.5%

65.5%

65.5%

58.0%

60.4%

31.8%

11.4%

12.9%

14.1%

12.2%

23.9%

14.9%

21.6%

26.7%

14.9%

21.2%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

ほぼ毎日 週２～３回 週１回程度 月２～３回 年に数回 過去に数回程度 無回答

①通勤  

②買い物（食料品など日用品）  

③買い物（衣服など非日用品）  

④飲食  

⑤銀行・郵便局利用  

⑥赤坂ふれあいセンター利用  

⑦図書館 （本館） 利用  

⑧中央公民館利用  

⑨市民課赤坂分室利用  

⑩保健福祉館利用  

⑪赤坂公園利用  

(n=255) 
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成田ニュータウン内居住者では、「徒歩」が最も多く（80.8％）、平均移動時間は 12

分であり、成田ニュータウンの快適・安全な歩行者環境が背景にあると考えられる。次

いで「自動車」（67.2％）、「自転車」（56.1％）の順となっている。自動車の平均移

動時間は 5 分であり、近距離でも自動車を利用している。 

成田ニュータウン外居住者では「自動車」が最も多くなっている（79.6％）。自動車

での平均移動時間は 12 分となっている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※【 】内は交通手段別の平均所要時間  

図 2.15 赤坂地区への交通手段（複数回答） 

 
 
  

80.8%

67.2%

56.1%

16.0%

5.9%

1.0%

18.4%

79.6%

25.9%

14.9%

3.9%

4.3%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

徒歩

自動車

自転車

バ ス

バイク

鉄 道

その他

NT内居住者（n=287）

NT外居住者（n=255）

【12 分】 

【14 分】 

【5 分】 

【12 分】 

【6 分】 

【11 分】 

【6 分】 
【15 分】 

【5 分】 
【4 分】 

【10 分】 
【6 分】 
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成田ニュータウン内居住者では「健康づくり、スポーツが楽しめる施設」が最も多く

（38.7％）、次いで「衣類などの非日用品を取り扱う商業施設」（35.2％）、「食料品

などの日用品を取り扱う商業施設」（32.1％）、「趣味や文化活動のための施設」（28.2％）

となっており、スポーツや文化といった活動系と商業系の施設に対するニーズが高い。 

成田ニュータウン外居住者においても、成田ニュータウン内居住者と概ね同様の傾向

であり、「健康づくり、スポーツが楽しめる施設」及び「衣類などの非日用品を取り扱

う商業施設」が最も多く（35.7％）、次いで「食料品などの日用品を取り扱う商業施設」

（34.2％）、「趣味や文化活動のための施設」（33.5％）の順となっている。 

「趣味や文化活動のための施設」については、成田ニュータウン外居住者の方が、成

田ニュータウン内居住者よりもニーズが高い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.16 赤坂地区で充実した方が良いと思う施設（複数回答） 
  

38.7%

35.2%

32.1%

28.2%

27.9%

26.1%

16.7%

16.4%

14.6%

7.0%

12.5%

35.7%

35.7%

34.2%

33.5%

23.0%

27.1%

20.8%

12.3%

12.6%

7.1%

7.8%

0% 10% 20% 30% 40%

NT内居住者（n=287）

NT外居住者（n=269）

・健康づくり、スポーツが
楽しめる施設 

・衣類などの非日用品を取
り扱う商業施設 

・食料品などの日用品を取

り扱う商業施設 

・趣味や文化活動のための

施設 

・医療施設 

・子育てのための施設 

・広場やベンチなど屋外で

憩える施設 

・介護サービス関連施設 

・生涯学習のための施設 

・テレワークや研修室など

仕事で利用できる施設 

・その他 
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①15～29 歳 

成田ニュータウン内居住者では「健康づくり、スポーツが楽しめる施設」が最も多

く（41.0％）、次いで「衣類などの非日用品を取り扱う商業施設」（37.0％）、「趣

味や文化活動のための施設」（33.0％）、「食料品などの日用品を取り扱う商業施設」

（24.0％）となっており、全体の傾向と比較して「食料品などの日用品を取り扱う商

業施設」が相対的に少ない。 

成田ニュータウン外居住者では、「衣類などの非日用品を取り扱う商業施設」が最

も多く（38.8％）、ショッピングなど若い世代向けの都市機能に対するニーズが多い。

次いで「健康づくり、スポーツが楽しめる施設」（37.6％）、「食料品などの日用品

を取り扱う商業施設」（35.3％）、「趣味や文化活動のための施設」（32.9％）の順

となっている。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.17 15～29 歳が赤坂地区で充実した方が良いと思う施設（複数回答） 
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37.0%

33.0%

24.0%

23.0%

20.0%

17.0%

13.0%

13.0%

2.0%

13.0%

37.6%

38.8%

32.9%

35.3%

17.6%

22.4%

25.9%

11.8%

11.8%

9.4%

8.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

NT内（n=100）

NT外（n=85）

・健康づくり、スポーツが楽し
める施設 

・衣類などの非日用品を取り扱
う商業施設 

・趣味や文化活動のための施設 

・食料品などの日用品を取り扱
う商業施設 

・医療施設 

・広場やベンチなど屋外で憩え
る施設 

・子育てのための施設 

・生涯学習のための施設 

・テレワークや研修室など仕事
で利用できる施設 

・介護サービス関連施設 

・その他 
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②30～49 歳 

成田ニュータウン内居住者では「健康づくり、スポーツが楽しめる施設」が最も多

く（43.8％）、次いで「衣類などの非日用品を取り扱う商業施設」（41.6％）、「子

育てのための施設」（39.3％）、「食料品などの日用品を取り扱う商業施設」（38.2％）

となっており、全体の傾向と比較して「子育てのための施設」が相対的に多いことが

特徴である。 

成田ニュータウン外居住者では「衣類などの非日用品を取り扱う商業施設」が最も

多く（43.8％）、ショッピングなど若い世代向けの都市機能に対するニーズが多い。

次いで「子育てのための施設」（42.7％）、「食料品などの日用品を取り扱う商業施

設」（34.8％）、「健康づくり、スポーツが楽しめる施設」（33.7％）の順となって

いる。 

成田ニュータウン外居住者は、「衣類などの非日用品を取り扱う商業施設」及び「子

育てのための施設」に関し、成田ニュータウン内居住者よりもニーズが多くなってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.18 30～49 歳が赤坂地区で充実した方が良いと思う施設（複数回答） 
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41.6%

39.3%

38.2%

28.1%

19.1%

18.0%
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6.7%
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11.2%
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・健康づくり、スポーツが楽し
める施設 

・衣類などの非日用品を取り扱
う商業施設 

・子育てのための施設 

・食料品などの日用品を取り扱
う商業施設 

・医療施設 

・趣味や文化活動のための施設 

・介護サービス関連施設 

・広場やベンチなど屋外で憩え
る施設 

・生涯学習のための施設 

・テレワークや研修室など仕事
で利用できる施設 

・その他 
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③50 歳以上 

成田ニュータウン内居住者では「食料品などの日用品を取り扱う商業施設」が最も

多く（35.8％）、次いで「趣味や文化活動のための施設」及び「健康づくり、スポー

ツが楽しめる施設」並びに「医療施設」（32.6％）の順となっており、全体の傾向と

比較して、住み慣れた地域で暮らし続けることを支える都市機能が相対的に多いこと

が特徴である。 

成田ニュータウン外居住者では、「趣味や文化活動のための施設」が最も多く

（38.0％）、次いで「健康づくり、スポーツが楽しめる施設」（35.9％）の順となっ

ており、全体の傾向と比較して、スポーツや文化といった活動の機会・場を提供する

都市機能が相対的に多いことが特徴である。 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

図 2.19 50 歳以上が赤坂地区で充実した方が良いと思う施設（複数回答） 
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・健康づくり、スポーツが楽し
める施設 

・医療施設 

・衣類などの非日用品を取り扱
う商業施設 

・子育てのための施設 

・生涯学習のための施設 
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成田ニュータウン内居住者の満足度※では、「施設の利用方法のわかりやすさ」が最も

多く（63.7％）、次いで「空調（冷暖房）環境」（60.9％）、「施設のきれいさ」（58.2％）

の順となっており、施設の基本的な性能に対する満足度は高いが、「パソコンが利用で

きる環境」や「Wi-Fi 環境（通信環境）」といった ICT 環境、「若者の利用のしやすさ」

や「小さな子ども連れでの利用のしやすさ」、「高齢者や障がい者の利用のしやすさ」

といった多世代目線での利用しやすさについては、「どちらともいえない」が多く、こ

の点で特徴を感じにくい評価がなされている。 

成田ニュータウン外居住者の満足度においても、成田ニュータウン内居住者と同様の

傾向となっている。 

※「満足」「やや満足」を合わせた割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.20 図書館（本館）に対する利用満足度（単一回答） 
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

① 駐車場から図書館（本館）への

アクセス 

② 施設の利用方法のわかりやすさ 

③ 閲覧席の席数 

④ くつろげる読書空間 

⑤ 図書館（本館）の資料を利用し

た集中できる学習空間 

⑥ パソコンが利用できる環境 

⑦ Wi-Fi 環境（通信環境） 

⑧ 授乳室やおむつ替え等の赤ちゃ

んのためのスペース 

⑨ 空調（冷暖房）環境 

⑩ 施設のきれいさ 

⑪ 若者の利用のしやすさ（学校帰

りなどに気軽に立ち寄れる） 

⑫ 小さな子ども連れでの利用のし

やすさ（気軽に利用できる） 

⑬ 高齢者や障がい者の利用のしや

すさ（バリアフリー） 

 

 (n=256)                              (n=170) 
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成田ニュータウン内居住者の満足度※では、「駐車場の使いやすさ」が最も多く

（42.7％）、次いで「空調（冷暖房）環境」（36.4％）、「施設の使いやすさ」（31.5％）

の順となっており、図書館（本館）と同様に施設の基本的な性能に対する満足度は高い

が、ICT 環境、多世代目線での利用しやすさについては、「どちらともいえない」が多

く、この点で特徴を感じにくい評価がなされている。また、全ての項目において満足度

は 50％未満となっており、図書館（本館）と比較して、満足度は低い傾向にある。 

成田ニュータウン外居住者の満足度においても、成田ニュータウン内居住者と同様の

傾向となっている。 

※「満足」「やや満足」を合わせた割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.21 中央公民館に対する利用満足度（単一回答） 
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満足 やや満足 どちらともいえない やや不満 不満 無回答

① 駐車場の使いやすさ 

② 施設の使いやすさ 

③ 施設の利用方法のわかりやすさ 

④ 集中できる学習空間 

⑤ パソコンが利用できる環境 

⑥ Wi-Fi 環境（通信環境） 

⑦ 授乳室やおむつ替え等の赤ちゃ

んのためのスペース 

⑧ 空調（冷暖房）環境 

⑨ 施設のきれいさ 

⑩ 若者の利用のしやすさ（学校帰

りなどに気軽に立ち寄れる） 

⑪ 小さな子ども連れでの利用のし

やすさ（気軽に利用できる） 

⑫ 高齢者や障がい者の利用のしや

すさ（バリアフリー） 

 

(n=206)                          (n=98) 
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成田ニュータウン内居住者の重要度※では、「各種申請窓口など市民向け行政サービス」

が最も多く（80.8％）、次いで「カフェ・レストランなどの飲食サービス」（73.9％）、「健

康教室や健康診断など健康づくりのためのスペース」（70.4％）の順となっている。 

また、重要度が 50％未満は「自治会などコミュニティ活動で利用できるスペース」

（49.8％）、「ビジネス・仕事で利用できる会議スペース」（36.6％）、「料理づくりを楽し

めるキッチンスペース」（27.6％）に限られており、多くの選択肢で重要度が 50％以上

であることから、複合施設には多機能性が求められていると考えられる。 

成田ニュータウン外居住者の重要度においても、成田ニュータウン内居住者と同様の

傾向となっている。 

※「大いに重要」「やや重要」を合わせた割合 

 

 
 

図 2.22 複合施設整備に対する重要度 

25.8%

29.3%

19.5%

33.4%

14.3%

13.6%

7.0%

24.7%

18.8%

16.4%

23.0%

46.0%

40.1%

24.4%

24.0%

43.6%

37.6%

44.6%

39.0%

41.8%

33.4%

22.3%

36.2%

20.6%

36.2%

34.1%

36.2%

36.9%

34.8%

27.9%

38.3%

33.4%

30.3%

28.2%

17.1%

20.6%

25.8%

23.3%

36.6%

34.8%

46.0%

28.2%

27.9%

30.3%

24.4%

13.9%

20.9%

26.8%

32.4%

16.4%

20.9%

5.2%

7.0%

5.9%

6.3%

16.0%

6.6%

16.4%

4.5%

10.8%

10.1%

8.7%

2.1%

4.9%

4.5%

5.6%

5.9%

7.3%

3.5%

1.4%

4.2%

1.4%

7.3%

4.9%

7.7%

3.5%

5.9%

4.9%

3.8%

1.0%

3.5%

2.8%

2.8%

2.1%

3.5%

3.8%

2.8%

2.8%

2.1%

3.5%

3.8%

2.4%

2.8%

2.4%

2.1%

3.1%

2.1%

2.8%

3.1%

1.7%

1.7%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

大いに重要 やや重要 どちらともいえない あまり重要でない 全く重要でない 無回答
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

① 健康教室や健康診断など健康

づくりのためのスペース 

② 屋内で運動やスポーツを楽し

めるスペース 

③ 文化・芸術などの生涯学習を

楽しめる 

④ 集中して勉強ができる学習ス

ペース 

⑤ ビジネス・仕事で利用できる

会議スペース 

⑥ 自治会などコミュニティ活動

で利用できるスペース 

⑦ 料理づくりを楽しめるキッチ

ンスペース 

⑧ 幼児向けの屋内遊具スペース 

⑨ ギャラリーやミニコンサート

などが開催できるスペース 

⑩ 気軽に談話ができるフリース

ペース 

⑪ イベントなどが開催できる屋

外広場 

⑫ 各種申請窓口など市民向け行

政サービス 

⑬ 図書の貸し出しサービス 

⑭ 子育ての相談窓口など育児支

援サービス 

⑮ 託児・一時預かりサービス 

⑯ カフェ・レストランなどの飲

食サービス 

⑰ コンビニ・売店などの物販サ

ービス 

 

【NT 内居住】          【NT 外居住】 (n=287)                           (n=269) 
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①15～29 歳 

成田ニュータウン内居住者の重要度※では、「集中して勉強ができる学習スペース」

及び「カフェ・レストランなどの飲食サービス」が最も多い（78.0％）。 

成田ニュータウン外居住者の重要度では、「カフェ・レストランなどの飲食サービ

ス」及び「屋内で運動やスポーツを楽しめるスペース」が最も多く（70.6％）、次い

で「コンビニ・売店などの物販サービス」（65.9％）の順となっている。 

※「大いに重要」「やや重要」を合わせた割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.23 15～29 歳の複合施設整備に対する重要度 

  

【NT 内居住】(n=100)        【NT 外居住】(n=85) 
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① 健康教室や健康診断など健康

づくりのためのスペース 

② 屋内で運動やスポーツを楽し

めるスペース 

③ 文化・芸術などの生涯学習を

楽しめる 

④ 集中して勉強ができる学習ス

ペース 

⑤ ビジネス・仕事で利用できる

会議スペース 

⑥ 自治会などコミュニティ活動

で利用できるスペース 

⑦ 料理づくりを楽しめるキッチ

ンスペース 

⑧ 幼児向けの屋内遊具スペース 

⑨ ギャラリーやミニコンサート

などが開催できるスペース 

⑩ 気軽に談話ができるフリース

ペース 

⑪ イベントなどが開催できる屋

外広場 

⑫ 各種申請窓口など市民向け行

政サービス 

⑬ 図書の貸し出しサービス 

⑭ 子育ての相談窓口など育児支

援サービス 

⑮ 託児・一時預かりサービス 

⑯ カフェ・レストランなどの飲

食サービス 

⑰ コンビニ・売店などの物販サ

ービス 
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②30～49 歳 

成田ニュータウン内居住者の重要度※では、「カフェ・レストランなどの飲食サービ

ス」が最も多く（86.5％）、次いで「各種申請窓口など市民向け行政サービス」（85.4％）、

「図書の貸し出しサービス」（76.4％）の順となっている。 

成田ニュータウン外居住者の重要度では、「カフェ・レストランなどの飲食サービ

ス」が最も多く（83.1％）、次いで「屋内で運動やスポーツを楽しめるスペース」（79.8％）、

「コンビニ・売店などの物販サービス」（76.4％）の順となっている。 

※「大いに重要」「やや重要」を合わせた割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.24 30～49 歳の複合施設整備に対する重要度 

  

【NT 内居住】            【NT 外居住】 
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大いに重要 やや重要 どちらともいえない あまり重要でない 全く重要でない 無回答
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0% 20% 40% 60% 80% 100%

① 健康教室や健康診断など健康

づくりのためのスペース 

② 屋内で運動やスポーツを楽し

めるスペース 

③ 文化・芸術などの生涯学習を

楽しめる 

④ 集中して勉強ができる学習ス

ペース 

⑤ ビジネス・仕事で利用できる

会議スペース 

⑥ 自治会などコミュニティ活動

で利用できるスペース 

⑦ 料理づくりを楽しめるキッチ

ンスペース 

⑧ 幼児向けの屋内遊具スペース 

⑨ ギャラリーやミニコンサート

などが開催できるスペース 

⑩ 気軽に談話ができるフリース

ペース 

⑪ イベントなどが開催できる屋

外広場 

⑫ 各種申請窓口など市民向け行

政サービス 

⑬ 図書の貸し出しサービス 

⑭ 子育ての相談窓口など育児支

援サービス 

⑮ 託児・一時預かりサービス 

⑯ カフェ・レストランなどの飲

食サービス 

⑰ コンビニ・売店などの物販サ

ービス 

 

 (n=89)            (n=89) 

2.2% 
1.1% 

3.4% 

9.0% 

2.2% 
3.4% 

4.5% 
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③50 歳以上 

成田ニュータウン内居住者の重要度※では、「各種申請窓口など市民向け行政サー

ビス」が最も多く（86.3％）、次いで「健康教室や健康診断など健康づくりのための

スペース」（80.0％）、「図書の貸し出しサービス」（68.4％）の順となっている。 

成田ニュータウン外居住者の重要度では、「各種申請窓口など市民向け行政サービ

ス」が最も多く（74.0％）、次いで「健康教室や健康診断など健康づくりのためのス

ペース」及び「屋内で運動やスポーツを楽しめるスペース」（66.3％）の順となって

いる。 

※「大いに重要」「やや重要」を合わせた割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 2.25 50 歳以上の複合施設整備に対する重要度 
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① 健康教室や健康診断など健康

づくりのためのスペース 

② 屋内で運動やスポーツを楽し

めるスペース 

③ 文化・芸術などの生涯学習を

楽しめる 

④ 集中して勉強ができる学習ス

ペース 

⑤ ビジネス・仕事で利用できる

会議スペース 

⑥ 自治会などコミュニティ活動

で利用できるスペース 

⑦ 料理づくりを楽しめるキッチ

ンスペース 

⑧ 幼児向けの屋内遊具スペース 

⑨ ギャラリーやミニコンサート

などが開催できるスペース 

⑩ 気軽に談話ができるフリース

ペース 

⑪ イベントなどが開催できる屋

外広場 

⑫ 各種申請窓口など市民向け行

政サービス 

⑬ 図書の貸し出しサービス 

⑭ 子育ての相談窓口など育児支

援サービス 

⑮ 託児・一時預かりサービス 

⑯ カフェ・レストランなどの飲

食サービス 

⑰ コンビニ・売店などの物販サ

ービス 
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成田ニュータウン内居住者の重要度※では、「災害時には、地域の避難空間となる機能

を備えること」が最も多く（93.7％）、次いで「居心地が良く、ゆっくり滞在できるこ

と」（86.4％）、「高齢者や障がい者が利用しやすいこと」（83.6％）、「親子連れで

利用しやすいこと」（81.9％）の順となっている。また、「仕事やビジネスで利用しや

すいこと」以外は重要度が 50％以上であり、多様な工夫が求められている。成田ニュー

タウン外居住者も成田ニュータウン内居住者と同様の傾向となっている。 

※「大いに重要」「やや重要」を合わせた割合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.26 複合施設整備にあたっての工夫に関する重要度 
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① 居心地が良く、ゆっくり滞在

できること 

② 親しい人との待ち合わせや談

笑などの交流ができること 

③ 多世代・多文化の人たちが利

用・交流できること 

④ コミュニティ活動や市民活動

の拠点となること 

⑤ 親子連れで利用しやすいこと 

⑥ 学生や若者が利用しやすいこ

と 

⑦ 高齢者や障がい者が利用しや

すいこと 

⑧ 仕事やビジネスで利用しやす

いこと 

⑨ 災害時には、地域の避難空間

となる機能を備えること 

⑩ 太陽光発電など地球環境への

負荷の少ない施設とすること 

⑪ 公共施設だけでなく、民間の

サービスも導入すること 

 

【NT 内居住】         【NT 外居住】  (n=287)               (n=269) 
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「複合施設の整備」に関する意見、「図書館（本館）・中央公民館」に関する意見、

「赤坂地区のまちづくり」に関するのうち主な意見を下表に示す。 

※寄せられた意見は要約または文を整理して掲載 

 

表 2.3  成田ニュータウン内居住者の主な自由意見 

項目 主な内容 

複 合 施 設 の

整備 

【施設整備のあり方】 

 子ども連れでの利用など子育て世代が利用しやすい施設整備 

 高齢者や障がい者が利用しやすい施設 

 若い人も高齢者も、子どもも、みんなが楽しめる施設整備 

 十分な駐車場の確保 

 バスで施設にアクセスしやすい交通環境の整備 

 

【導入機能・スペース】 

 医療、コミュニティ、図書館（本館）、子どもの遊び場等の機能の複合化・

子ども、ファミリーが楽しめる屋内遊び場、体験・学習機能 

 物販や飲食等の民間機能 

 外国人と交流できる機能 

 災害時の避難場所等の防災機能 

 勉強スペースなど学生が利用できるスペース 

 宿泊機能（成田空港関連機能） 

 インバウンドを含め市内の滞在者の増加に貢献する機能 

 中庭のようなオープンスペース 

図 書 館 （ 本

館）・中央公

民館 

 図書館（本館）の蔵書数の維持、図書館（本館）を核としたまちづくり 

 カフェの併設など、楽しく過ごせる図書館（本館）づくり 

 学生（中学生以上）向けの小説やマンガの充実 

 自習室（受験勉強等）の充実 

 駐車場の充実（現在は駐車場⇔図書館（本館）の移動が不便） 

 図書館（本館）・公民館の改築（老朽化が顕著） 

 ボンベルタ側からのアクセスが不便 
 

赤 坂 地 区 の

まちづくり 

 生活に必要な機能が集積している利便性を活かしたまちづくり 

 福祉館～赤坂公園～図書館（本館）・公民館～銀行等の移動のしやすさの

向上 

 成田ニュータウンの中心にふさわしい賑わいの創出 
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「複合施設の整備」に関する意見、「図書館（本館）・中央公民館」に関する意見、

「赤坂地区のまちづくり」に関するのうち主な意見を下表に示す。 

※寄せられた意見は要約または文を整理して掲載 

 

表 2.4  成田ニュータウン外居住者の主な自由意見 

項目 主な内容 

複 合 施 設 の

整備 

【施設整備のあり方】 

 もりんぴあこうづ（公津の杜コミュニティセンター）のように、多世代が

利用できる施設整備 

 もりんぴあこうづ（公津の杜コミュニティセンター）のように、開放感あ

るデザインの施設整備 

 香取市の複合施設「コンパス」のような施設整備 

 高齢者、子どもだけでなく、一般の市民も利用しやすい施設整備 

 老若男女、多文化の人々が一緒に楽しめる施設整備 

 成田ニュータウン住民以外も利用してみたくなる施設整備 

 成田市の魅力を高める施設整備 

 アートやカルチャーの拠点となる施設整備 

 車いすやベビーカーが移動しやすい施設整備 

 広い駐車場の整備 

 成田市の各地域からアクセスしやすい交通環境（循環バスの導入など） 

 

【導入機能・スペース】 

 不登校や居場所のない子ども達のためのスペース 

 障がいのある子ども達が気兼ねなく遊べるスペース 

 小さな子どもが遊べる屋内スペース 

 カフェやレストランなどの飲食機能 

 ペットと飼い主が一緒に楽しめるスペース 

 高齢者を一時的に預かってくれる機能（簡易デイケアなど） 

 成田市の産業・農業・観光など地域情報の発信機能 

図 書 館 （ 本

館）・中央公

民館・赤坂分

室 

 東京 23 区にあるような素敵な図書館（本館）への改築 

 学生が利用できる学習スペースの充実 

 図書館（本館）は建てかえるほど古くはない 

赤 坂 地 区 の

まちづくり 

 若い人向けの店舗の充実（おしゃれなカフェや雑貨店など） 

 バスやデマンドタクシーでのアクセス利便性の向上 
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2.2 市民ワークショップ 

 

2.2.1 実施概要 

地域課題の解決や市民が求める暮らしを実現する観点から、複合施設に求められる機能

について市民目線のニーズを把握するため、成田ニュータウンに居住する市民を中心とし

たワークショップを 2 回開催した。 

 

表 2.5 市民ワークショップの実施概要 

 項目 内容 

第 1 回 日時 令和 5(2023)年 10 月 22 日（日）午前 10 時から正午 

場所 中央公民館 講堂 

参加者数 17 人（4 班） 

テーマ 地域の課題やありたい暮らしを考える 

第 2 回 日時 令和 5(2023)年 11 月 19 日（日）午前 10 時から正午 

場所 中央公民館 講堂 

参加者数 24 人（5 班） 

テーマ 複合施設に求める機能、複合施設でやりたい活動を考える 
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2.2.2 第 1 回ワークショップ 

第 1 回ワークショップでは、複合施設の整備を巡る経緯や市民アンケート結果速報を説

明した上で意見交換を実施した。 

表 2.6  第 1 回ワークショップのタイムテーブル 

8：30～9：30 集合・設営 

9：30～10：00 受付 

10：00～10：05 開会・挨拶 

10：05～10：30 オリエンテーション 

①複合施設の整備を巡る経緯 

②市民アンケート結果速報 

③ワークショップの目的、位置づけ 

④ワークショップの進め方 

10：30～11：30 

 

意見交換：地域の課題やありたい暮らしを考える 

①地域の魅力を高めるためには？ 

②地域の困りごとを解決するためには？ 

③成田ニュータウンのありたい暮らしとは？ 

11：30～11：55 班別発表 

11：55～12：00 総評・挨拶 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.27 第 1 回ワークショップの様子 
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図 2.28 Ａ班の意見交換の結果 
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図 2.29 Ｂ班の意見交換の結果 
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図 2.30 Ｃ班の意見交換の結果 

 



 

40 
 

 

図 2.31 Ｄ班の意見交換の結果 

※意見は、可能な限り原文のとおりとしているが、明らかな誤字・脱字等を訂正し、一部を要約して掲載 



 

41 
 

2.2.3 第 2 回ワークショップ 

第 2 回ワークショップでは、第 1 回ワークショップの振り返りを行った上で意見交換を

実施した。 

 

表 2.7  第 2 回ワークショップのタイムテーブル 

9：00～9：30 集合・設営 

9：30～10：00 受付 

10：00～10：05 開会・挨拶 

10：05～10：30 オリエンテーション 

①前回の振り返り 

②ワークショップの進め方 

10：30～11：30 

 

意見交換：複合施設に求める機能、複合施設でやりたい活動 

     （第 1 回ワークショップのテーマである「地域の課題や

ありたい暮らし」を踏まえて考える） 

11：30～11：55 班別発表 

11：55～12：00 総評・挨拶 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2.32 第 2 回ワークショップの様子 
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図 2.33 Ａ班の意見交換の結果 

 

こんなサービスや施設、設備があったらいいな／こんな活動・利用をしてみたいな
／こんな環境があるといいな／こんな施設だったら私は行きたいな

託児・一時預かりサービス

子連れの方が、周りに気
を遣わずに講演会を開け
る部屋の整備

図書館（本館）に入るのに駐車場から
階段を下りなければならないのが高
齢者にはつらい

入口近くにオープ
ンな受付のある
施設

デッキを使っ
て行き来でき
るようにする

地下でつなが
る施設

駐車場から施設
へ直結（エレベー
タ等）

施設内動線

窓から景色が
みえるような
図書館

カフェのよう
な図書館

図書館の貸し出しサービス
・BBQ貸出
・何も持ってい
かなくて済む

公園遊具の充
実

BBQ等ができ
る公園の整備

イベントなどが開
催できる屋外広場

日本国内でも知られる大規模イ
ベントが開催できる施設

若者が集まるイベ
ントができる施設

楽器が演奏で
きるスペース

異文化交流がで
きるイベント等
ができる施設

芸術家の集まる
イベント、施設

ギャラリーやミニコンサートなどが開催できるスペース

地域を活性化
させる交通網
の整備

駅からの直通
交通の整備（巡
回型）

バスに替わる
新しい交通網
の整備

アクセス

・勉強会スペース
（学生用）
・パーティション
・Wifiで印刷でき
るプリンター

学生、社会人の人
なども使える学習
スペース、テレワー
クスペース

集中して仕事、会議、
勉強ができるスペース

安心、安全な暮らしを
支える施設

自然を生かした
施設

外国旅行者が1度は訪れたい施設

コンセプト

飲食店（飲む場
所、居酒屋）

カフェ・レストラン
などの飲食サービス

ネット予約がで
きたり、目的自
由な施設

施設利用・案内

成田市の防
災拠点とな
る施設

防災機能

幼児向けの屋内遊具スペース

子どもを
預けられ
るスペー
ス

・年齢ごとに別れた子どもの遊び場
・小学生、中学生どちらも可など
（大人の見守りありで）

・ボランティア
・子どもの見守り

安全に外遊び、水
遊びができるよう
な子育て施設
（なかよしひろば）

子どもと多世代
が交流できるよ
うな施設(読み聞
かせなど)

子育てができる施設があったらいい
・保育園
・公園
・もりんぴあこうづみたいな施設

酒々井か八千代には会場2階にカーペット敷き
の防音の部屋があり、子どもを遊ばせながら、
ゆっくり講演を聞けるようになっている

印西のような
サービス（子育
て）

子育ての相談窓口な
ど育児支援サービス

大人が学
べる講座
の開催

季節のワークショップ
ができるスペース
（X’mas、ハロウィン、
門松づくり、料理教室、
等）

文化・芸術などの生涯学習

中学生、高校
生が集える場

気軽に談話ができ
るフリースペース

シンボル、ラン
ドマークになる
ようなもの

施設外観

駐輪場・
駐車場の
確保

道の駅のような駐車場
（地場産品直販の野菜販
売等）

駐車場・駐輪場

若者、高齢者
が働くことの
できる施設

就業・起業・創業支援

公園ボランティア
が安全に使える

周辺施設との連携

子育て世代が中心
に入れるマンショ
ンと、子育てしや
すい街を整備

子ども連れが安
心して使える映
画館

スーパーなど
の商業施設が
あったらいい

その他民間施設の整備

A班

健康づくりのためのスペース

学生が集まる
「スポッチャ」
みたいな施設

スポーツできる
・ランニング
・ボルタリング

スポーツ、吹奏楽
等ができ、学生が
集まるような施設
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図 2.34 Ｂ班の意見交換の結果 

 

こんなサービスや施設、設備があったらいいな／こんな活動・利用をしてみたいな
／こんな環境があるといいな／こんな施設だったら私は行きたいな

B班

子ども・学生
の居場所

バリアフリー
化

他の施設と往来しやすくする（歩
道橋が階段のみで使いづらい）

歩道橋が間
に入ることが
デメリット

図書館（本館）と中央公民館の土
地の高低差：1つの建物にして中
でつなげる

施設内動線

子どもの遊び場
・子育て支援センター
・児童館等

・子どもの遊び場と相談場
所をいっしょにまとめる
・平日9:00-17:00以外も使
える

子育ての相談窓口など育児支援サービス

・災害時の対応拠点
・太陽光パネル
・蓄電池

災害対応
の拠点

防災機能

QRコードな
どで情報提供
（多言語対応）

海外の人向けの
多言語で書かれ
た看板や案内板

施設利用・案内

誰でも気軽に運動
できるような運動
施設

屋内で運動等を楽
しめるスペース

自治会などコミュニティ
活動で利用できるスペース

色々な人数の
タイプがある
貸出スペース

自治会など
で利用でき
る会議室

コミュニティ活
動をサポートで
きる施設+体制

・相談窓口
・曜日、時間指定

市民向け行政
サービス

若者の起業を
支援できるシ
ステム

全世代向け起
業セミナーの
開催

就業・起業・創業支援

何かおもしろいこと
を教えてくれるよう
なところ

アートな
活動

防音の部屋
・バンドの練習
・子どもがおもいっきり遊べる

文化・芸術などの生涯学習

学習スペース（広め）
・席が多い
・静かなスペース

学生（受験生）が家と
学校（塾）以外で学
習できる場

多世代が学習でき
る場

学生だけでなく、
社会人も勉強がし
やすいような環境

フリーｗi-fi

ｗi-fiの整備

集中して仕事、会議、
勉強ができるスペース

赤坂公園
の活用

赤坂センター、赤
坂公園、保健福祉
館を一体で整備

周辺施設との連携

トラブルにすぐ
に対応できる

施設運営

市内の行き方
案内

情報発信

安くておいし
い飲食店

カフェ・レストラン
などの飲食サービス

飲食ができるス
ペース（図書館（本
館）にも持ち込み）

図書館（本館）の
貸し出しサービス

最近、外国人が増えてきているので、交流
して互いに理解を深めあえる場所

子どもや
若者達の
発表の場

もりんぴあこう
づみたいなホー
ル（もりもりホー
ル以上）

市民フェ
スが開催
できる

ギャラリーやミニコンサートなど
が開催できるスペース

屋外・屋内のどちらで
も楽しめるような場所

中庭のような
開放的な空間

・開放感
・清潔感

地域の人が期間限定
で出店できる様なマル
シェ

イベントなどが開催できる屋外広場

若者から高齢の
方まで幅広い世
代が親しみやす
い場所づくり

ニュータウン再
生を目指して
赤坂地区の中
核施設を整備

もりんぴあ
こうづとの
差別化

コンセプト

子ども向けの
遊べる施設

幼児向けの屋内
遊具スペース

学生が買物し
やすい場所

コンビニ・売店な
どの物販サービス

近場ツアー
の開催

緑道を活用した古
墳ツアーの開催

周辺施設との連携
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図 2.35 Ｃ班の意見交換の結果 

 

こんなサービスや施設、設備があったらいいな／こんな活動・利用をしてみたいな
／こんな環境があるといいな／こんな施設だったら私は行きたいな

C班

・人が集う施設
・屋根付きフー
ドコート広場

カフェ・レストラン
などの飲食サービス

・季節ごとのイベントの
開催（季節の行事、ハ
ロウィン、クリスマス
等）

・人が集う施設
・屋根付きアリーナ施設
（コンサート広場）

多くの人が集ま
る施設、パブリッ
クビューイング

若者が集う場
所（騒いでOK）

体験教室、講演会、式典、音楽、文化、芸術、スポーツ、健康、
買物、グルメ等

ニュータウン外
の伝統文化の
紹介ができる
施設

誰でも弾けるピ
ア ノ や 楽 器 を
設置

ギャラリーやミニコンサートなどが開催できるスペース

イベントができ
る空間・駐車場

屋外で演奏などを楽しめるス
ペース

人が多く集まる
式典会場・施設

イベントなどが開催
できる屋外広場

人が集う施設
(屋根付きのな
か土間）

各世代のニー
ズを取り入れ
た施設（趣味）

多職種が集う
場

コンセプト

中央公民館が古い
ため、明るく利用
しやすい施設へ

地域の人がつ
ながり、交流
できる場所

コミュニティ同士が繋がるスペースイ
ベント

自治会などコミュニティ活動
で利用できるスペース

夜間も使える
施設

施設運営

ITを使ったコ
ミュニティの発
信

地域情報や相
談情報がとれ
る施設

情報発信

ボンベルタと
の回遊性のあ
る施設

周辺施設との連携

大規模な駐車
場

駐車場・駐輪場

赤坂分室
の維持

・外国人の相談窓口
・外国人との交流

市民向け行政サービス

図書館（本館）の
バリアフリー化、
飲食・会話の許可

図書館（本館）にカ
フェのスペースを
作ってほしい

図書館（本館）の貸し出し
サービス

無人バス（茨城県
境町）を試験的に
運行してほしい

コ ミ ュ ニ
ティバスの
停留所

アクセス

・コミュニケーションが希薄化しているのは、起業、副
業、新規創業のムーブメントが弱いため
・お金がまわると、他人や周囲に意識が向く
→コミュニティが活性化する

チ ャ レ ン ジ
ショップ等の
入居スペース

起業、副業、新
規創業がしやす
い環境の整備

1年限定のチャレン
ジショップの開設

就業・起業・創業支援

子ども向けのワークショップの
開催

買物、選書する間、
子どもを預けるこ
とができる場所

英語での託
児サービス

託児・一時預かりサービス

広い学習
スペース

集中して勉強がで
きる学習スペース

（不登校の）子
どもの居場所

子育ての相談窓口な
ど育児支援サービス

騒音を気にし
ない施設

気軽に談話ができ
るフリースペース

図書館（本館）の集
客力を活かした商
業施設

コンビニ・売店な
どの物販サービス

市役所の中に「ニュータ
ウン課」を作って、今回
のワークショップのよ
うなことを定期的、継
続的に開催してほしい

その他
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図 2.36 Ｄ班の意見交換の結果 

 

こんなサービスや施設、設備があったらいいな／こんな活動・利用をしてみたいな
／こんな環境があるといいな／こんな施設だったら私は行きたいな

D班

・学生の勉強スペース
・Wifi完備
・コワーキングスペース

集中して勉強がで
きる学習スペース

駅とをつ
なぐ定期
バス

自動運転
車を使わ
ないで行
ける

アクセス

図書館（本館）の
一部に古本を寄
付できるスペー
スを設置

飲食スペース有でお
しゃべりが可能（静か
な場所も設ける）

図書館（本館）のサ
イトをもっと見や
すく使いやすくし
てほしい

ドライブスルー
型図書館（予
約している本
等の受取）

図書館（本館）の階層を分ける
・1、2F→子ども、おしゃべり、飲食可
・3Ｆ →静かに本を読む

図書館（本館）の貸し出しサービス

・市外から集客できるものがほしい（誘致）
・「キッザニア」（空港関係のおしごとを体験）
・「ディズニーランド」、「ジブリ」的な施設

駐車場

子ども階
アーケード、
歩く歩道フードコート

図書館

公民館

出店
出店

公園

ホーム
センター

商業の複合施設、
図書館（本館）、
中央公民館

季節の草花を
楽しめる、「ひ
たち海浜公園」、
（ネモフィラ、コ
キアの花）のよ
うな施設

「道の駅川場田
園プラザ」等の
広い施設

コンセプト

香取市にある
「ザファーム」
のような場所

・カフェ
・キッチンカー
が集まる場所

・地産地消
・レストラン
・マルシェ、米、野菜、食育

居酒屋
（大衆系）

商業施設

・飲食店
・フードコート

本＆カフェ
障がいのあ
る方の働け
るカフェ

カフェ・レストランなどの飲食サービス

運動施設
（プールやバス
ケット、バレー
コート等）

「ラウンドワン」
（スポッチャ）

サウナ、プール、
ジムにがそろ
うスタジアム

公園にゴールがほし
い（サッカーゴール、
バスケットゴールな
ど等）

印西温水センターのような場所
（プール、ジム、温泉、子どもの習い事）

健康づくりのためのスペース

全ての施設が屋根
つ き 道 路 で つ な
がっている（赤坂公
園にも行きやすい）

図書館（本館）と
駐車場をバリア
フリー、屋内駐車
場にしてほしい

・屋根がある
・動く歩道
・雨でも、高齢者で
も利用しやすい

施設内動線

雨の日に子どもた
ちが遊べる場所
（真夏の外出でき
ない時なども含
む）

中央公民館の中に、子育てひろば
や、小中学生が遊べる子ども館が
あるとよい

リタイア組と
子どもの交
流

幼児向けの屋内遊具スペース

中央公民館は、たくさんの
人が使えるように、部屋数
を多くしてほしい

自治会などコミュニティ活
動で利用できるスペース

国際交流
・食文化
・子どもの交流

イベントを
行えるス
ペース

文化・芸術を身近に
感じられる
（中央公民館（ホー
ル）、図書館（本館））

500人規模の常設のホール（「佐倉市民音楽ホール」
のようなホール）
※多世代が芸術に触れることができる

ギャラリーやミニコンサート
などが開催できるスペース

・あそべる噴水
・水の出る公園
・着替えるスペース有

イベントなどが開
催できる屋外広場

お迎え→買物
→遊び、スペース
など複合的に利用できる

託児・一時預
かりサービス赤坂公園は多世

代が遊び、交流で
きるようになった
らよい

周辺施設との連携
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図 2.37 Ｅ班の意見交換の結果 

 
※意見は、可能な限り原文のとおりとしているが、明らかな誤字・脱字等を訂正し、一部を要約して掲載 

  

こんなサービスや施設、設備があったらいいな／こんな活動・利用をしてみたいな
／こんな環境があるといいな／こんな施設だったら私は行きたいな

E班

ファースト
フードを入
居

飲食店などテナン
トを提供できるス
ペースを確保

カフェ・レストラン
などの飲食サービス

音楽コンサート
ができるホー
ル

ギャラリーやミニコ
ンサートなどが開催
できるスペース

研究施設
を充実さ
せる

民間企業がオフィス
を構えられるよう、テ
ナント枠を残しておく

就業・起業・創業支援

低料金な駐車
場

赤坂公園が利
用できる駐車
場の設置

無料で大きな
駐車場

駐車場・駐輪場

にぎやかな人
が集まるよう、
外に向けて開
けている空間
の整備

蔵書の充実
子ども、赤ちゃ
ん、親が遊べる、
寝られる

子どもが談笑し
ても全く問題が
ない環境

学習スペースが
ある

・おしゃべりし
て過ごせる
・庭付き

図書館（本館）の貸し出しサービス

プラネタリウム
や科学展示

文化・芸術な
どの生涯学習

災 害 用 ヘ リ
ポート

防災機能

祭りができる
（盆踊りができ
る広さの会場）

屋上に緑地や
市民農園がで
きるスペース

イベントなどが開催できる屋外広場

科学学習

文化・芸術な
どの生涯学習

バス停を直結
にして誰でも
（車がなくても）
アクセスできる

バスが同方向
へ動くようにす
る

いろんな地域
から来れるよう
なフリーバス

アクセス

フリースクール

「誰でも保育」が進
むので、自主保育
を推奨する場所と
専門スタッフ確保

子ども食
堂（孤独、
孤立を防
ぐ）

赤坂保育園の
存続

子育ての相談窓口など
育児支援サービス

中、高校の部活動をある
程度統合し、活動スペー
スを施設内に入れこむ

千葉市の「きぼーる」のよ
うな住居、教育、商業
（スーパー、飲食、生活
サービス）が複合してい
る施設

当地区は、
にぎわいの
（ハレ）場

外国の方も
入りやすい
システム

外国人の方
が利用しや
すい

温泉付き中
央公民館

コンセプト

川崎市の「子ども夢パーク」のように、屋外と
屋内がつながって、子どもが遊びや諸活動を
自由にできる施設

プレイパー
ク(常設)

もりんぴあこうづ
のように子どもの
遊ぶところがある
とよい

雨の日にお
もいっきり
走れる場所

幼児向けの屋内遊具スペース

・ATM
・住民票の交付

コンビニ・売店な
どの物販サービス

場所をひとつ
にまとめた公
民館

予約の取りや
すい公民館

自治会などコミュニティ活
動で利用できるスペース

託児付き、カ
フェ付き

託児・一時預か
りサービス

新勝寺をイメー
ジした建物（成
田らしさ）

千葉県の杉を
使った木造建
築

施設外観

乳幼児の親子
がゆっくりで
きるスペース

中、高生が自
由に出入りで
きるスペース

気軽に談話ができるフリースペース

図書館
（本館）の
民間委託
に反対

運営、管理はシ
ルバー人材、ハ
ンデのある方な
どを起用すべき

施設運営
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2.3 市民ニーズのまとめ 

 

2.3.1 市民アンケート調査 

成田ニュータウンは市全体の中で拠点的な性格を持っており、複合施設の整備にあた

っては広域的な利用の視点も重要である。 

 

市民アンケート調査の結果において、図書館（本館）・中央公民館の利用満足度に対

しての評価は、不満が多いわけではないが、積極的に満足しているわけでもない。 

 

図書館（本館）、中央公民館、赤坂分室の機能は複合施設でも求められている。また、

健康づくり・運動も含めて多目的に利用できるスペース、子育て世代向けのサービス、

カフェ・物販等の民間サービスが重視されている。 

 

複合施設には多世代が交流、活動できる拠点として、災害時には地域の避難拠点とな

ることが求められている。 
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2.3.2 市民ワークショップ 

「ありたい暮らし」を実現するためには、地域の魅力や資源、地域の困りごとを踏ま

えると、サステイナブルやユニバーサルなどをコンセプトとし、若者が集まり、多世代

間で交流できる場であることが求められている。 

 

表 2.8  第 1 回ワークショップでの意見概要 

   成田ニュータウンでのあ

りたい暮らし 

地

域

の

魅

力

や

資

源 

 緑や公園（公園、緑道、自然等） 

 生活利便性（商業、公共施設等） 

 交通利便性（交通インフラ、デマンド交通等） 

 コミュニティ（地域活動、イベント） 

 安心（水害に強い、歩道・街灯等） 

 子ども・子育て（子ども、学校が多い等） 

 多世代交流（公民館等での交流） 

 高齢者の居場所（商業施設等） 

 イメージ（国際都市、適度にイナカ） 

 【コンセプト】 

 サステイナブル（発展

性、持続可能） 

 エコライフ（SDGs 等） 

 ユニバーサル（障がい

者、高齢者、外国人） 

 

【居場所】 

 学生の居場所がある 

 若者が集まる 

 若者・子育て世帯が暮ら

しやすい 

 多世代が交流できる 

 高齢者が生涯現役 

 

【その他】 

 歴史資源（古墳）の活用 

 移動に困らない 

 

地

域

の

困

り

ご

と 

 少子高齢化 

 車がないと生活しづらい 

 公園の駐車場不足 

 徒歩の移動しにくさ（図書館（本館）⇔公民館等） 

 買い物利便性の低下（商店街の衰退等） 

 空き家の増加 

 施設・建築物の老朽化・陳腐化 

 コミュニティの希薄化 

 景観・美観の悪化（植栽の管理不足等） 

 障がい者対応、国際化対応の遅れ 

 地域の雇用不足 

 子ども遊び場、高齢者の居場所不足 

 

 
 
 
 
 
 
  



 

49 
 

ワークショップで出された「あったらいいと思う施設・サービス」に関連する意見と

市民アンケート調査における「複合施設整備で重要と思うスペース・サービス」との対

応状況を整理する。 
 

表 2.9  市民アンケート結果と第 2 回ワークショップでの意見の対応状況等 

市民アンケート結果 

（重要と思うスペース・サービス） 

第 2 回ワークショップ意見 

（あったらいいと思う施設・サービス） 

市民向け行政サービス（81％）  赤坂分室の機能維持 

 住民票等の交付サービス 

 各種相談窓口 

カフェ・レストランなどの飲食

サービス（74％） 

 

 

 安くておいしい飲食店、フードコート、ファーストフード、

地産池消レストラン、居酒屋 

 障がい者の方が働けるカフェ 

 キッチンカー 

・健康づくりのためのスペー 

ス（70％） 

・屋内で運動等を楽しめるス 

ペース（68％） 

 学生がスポーツできる 

 学生が集まるようなアミューズメント施設 

 ランニング、ボルダリングができる 

 サウナ、プール、ジム、温浴、体育館 

 サッカーができるスペース（屋外） 

図書館（本館）の貸し出しサー

ビス（68％） 

 窓から景色を楽しみながら読書ができる 

 カフェスペースがある、飲食の持ち込みができる 

 おしゃべりできるスペースと静かに読書できるスペースを

分ける 

 子ども、赤ちゃん、親が楽しめる 

 図書のドライブスルーサービスが利用できる 

 蔵書が充実、図書の寄付サービスコーナー 

 図書館（本館）の WEB サイトの充実（もっとわかりやすく） 

・集中して勉強ができる学習

スペース（67％） 

・ビジネス・仕事で利用できる

会議スペース（37％） 

 学生、社会人が使える学習、テレワーク、コワーキングスペ

ース 

 Wi-Fi 完備 

 印刷サービス 

 広い学習スペース 

コンビニ・売店などの物販サー

ビス（66％） 

 スーパー、ホームセンター、書店、ATM、若者向けのショッ

プ 

 商業テナントスペース 

子育ての相談窓口など育児支

援サービス（63％） 

 子どもの遊び場と相談場所を一緒にまとめる 

 子育て支援センター、児童館 
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市民アンケート結果 

（重要と思うスペース・サービス） 

第 2 回ワークショップ意見 

（あったらいいと思う施設・サービス） 

 保育園、赤坂保育園存続 

 親が働いていなくても利用できる「誰でも保育」サービス 

 不登校の子どもたちの居場所、フリースクール 

 子ども食堂の運営スペース 

幼児向けの屋内遊具スペース

（63％） 

 年齢ごとに分かれた子どもの遊び場 

 プレイパーク、ボランティアによる子どもの見守りサービス 

 子どもが思い切り遊べるスペース（防音設備で気兼ねなく） 

 子どもと多世代が交流（読み聞かせなど） 

 子ども向けのワークショップの開催 

 キッザニアのような子どもの体験施設 

 もりんぴあこうづ（公津の杜コミュニティセンター）にある

ような子どもの遊び場 

 川崎市の「子ども夢パーク」のような施設 

文化・芸 術など の生 涯学習

（61％） 

 季節ごとにワークショップができるスペース 

 アートな活動ができるスペース 

 音楽の練習ができるスペース（防音） 

 科学学習（プラネタリウムや科学展示） 

託児・一 時預か りサ ービス

（57％） 

 子どもを預けて講演会等参加、図書館（本館）利用、買い物

ができる 

 外国語対応が可能な託児サービス 

ギャラリーやミニコンサート

などが開 催でき るス ペース

（53％） 

 誰もが弾けるピアノや楽器、演奏スペースを設置 

 若者が集まるイベント、大規模なイベント、芸術家が集まる

イベント、異文化交流のイベントが開催できる 

 音楽コンサートができるホール（佐倉市民音楽ホールなど） 

 もりんぴあこうづ（公津の杜コミュニティセンター）のよう

なホール 

 子どもや若者の発表ができるスペース 

 市民フェスティバルが開催できる 

 パブリックビューイングができるスペース 

 ニュータウン外の市内の伝統文化を紹介するスペース 

イベントなどが開催できる屋

外広場（60％） 

 バーベキューができる空間 

 充実した遊具 

 屋内・屋外の両方が楽しめる 

 中庭のような開放的な空間 

 地域の人が出店できるマルシェ 

 屋外で演奏を楽しめる 
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市民アンケート結果 

（重要と思うスペース・サービス） 

第 2 回ワークショップ意見 

（あったらいいと思う施設・サービス） 

 市民農園ができる 

 盆踊りなど地域のイベントスペース 

 子どもが外遊び、水遊びできるスペース（広場） 

 季節の草花を楽しめる広場 

 松ノ下公園のようなオープンスペース 

気軽に談話ができるフリース

ペース（53％） 

 中学生、高校生が集える場 

 若者が騒いでも大丈夫なスペース 

 乳幼児と親子がゆっくり過ごせるスペース 

自治会などコミュニティ活動

で利用できるスペース（50％） 

 自治会が利用できる会議室 

 色々な人数のタイプがある貸出スペース 

 コミュニティ活動のサポート体制 

 コミュニティのためのイベントスペース 

 地域の人が交流できるイベントスペース 

 今の公民館のように多くの人が使える部屋を設置 

その他 就業・起業・創業支援  若者、高齢者が働くことができる場 

 全世代向けの起業セミナーの開催、若者の起業支援 

 チャレンジショップ 

 民間企業のオフィス入居スペース 

 研究施設 

施設利用・案内  多言語による案内サービス、QR コードでの案内サービス 

 ネットで施設の予約ができる 

 入口付近にオープンな受付を設置 

施設運営  夜間も利用できる施設 

 トラブルに即応できる運営体制 

情報発信  市内の見どころ案内 

 コミュニティ情報の発信（IT 活用） 
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【その他複合施設の整備にあたっての意見】 

項目 第 2 回ワークショップ意見 

コンセプト  外国人が訪れたい、利用しやすいと思う施設 

 自然を生かした施設 

 安全・安心な暮らしを支える施設 

 若者から高齢者まで幅広世代が親しみやすい施設 

 （防音設備で皆が気兼ねなく利用） 

 多職種が集う施設 

 成田ニュータウンの再生をけん引する拠点施設 

 他の施設との差別化（もりんぴあこうづ（公津の杜コミュニ

ティセンター）など） 

 1 日を楽しく過ごせる施設（道の駅のような施設） 

 住宅・教育・商業等の多機能複合施設（千葉市「きぼーる」

など） 

 地域の「ハレ」の場となる施設 

施設外観  成田らしい施設（木造、新勝寺をイメージ） 

 ランドマークとなる施設 

防災機能  災害対応の拠点、防災拠点 

 災害時用のヘリポート 

 太陽光パネル、蓄電池 

アクセス  バスに代わる交通サービス（茨城県境町の自動運転など） 

 駅からの直通バス 

 成田ニュータウン全域からアクセスしやすいコミュニティ

バス、フリー乗降バス 

 バス停を施設入口に直結 

施設内動線  駐車場⇔施設を直結（EV 設置等） 

 施設を分散する場合は往来しやすく（階段と歩道橋は使い

づらいため「動く歩道」など）、雨でも濡れずに移動 

 バリアフリー 

 駐車場を取り囲むように様々な施設を配置 

駐車場・駐輪場  道の駅クラスの駐車場 

 イベント利用に対応した大規模駐車場 

 赤坂公園利用者も利用できる駐車場 

 駐車場は無料又は低料金で利用 

周辺施設との連携  赤坂公園、保健福祉館と一体的に整備 

 赤坂公園、ボンベルタとの回遊性の確保 
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3.1 成田ニュータウンの概況 

 
3.1.1 位置と概況 

成田ニュータウンは、面積が約 487ha で、成田空港から西に約 8km、JR 成田駅から西に

約 2km に位置し、東西 2.5km、南北 3km から成る丘陵地である。 

昭和 47(1972)年から成田ニュータウンへの入居が始まり、開発は中台東部から加良部、

橋賀台、吾妻、玉造西部、玉造東部、中台西部の順で行われた。 

成田ニュータウン敷地内には多くの古墳があったが、その多くは小学校や近隣公園内に

保存されている。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
図 3.1 成田ニュータウンの位置 

 
  

成田駅 

成田空港駅 2km 

8km 

成田ニュータウン 
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3.1.2 人口・世帯 

令和 2(2020)年における成田ニュータウンの人口は 30,805 人であり、平成 22(2010)年

の 33,720 人をピークに減少傾向にある。 

総人口に占める成田ニュータウンの人口割合は、平成 12(2000)年の 34.8％から、令和

2(2020)年には 23.2％に低下している。 

町丁目別の人口推移を見ると、平成 27(2015)年から令和 2(2020)年で人口が増加してい

るのは、赤坂 1 丁目、吾妻 1 丁目、加良部 3 丁目、加良部 6 丁目、玉造 1・3・4 丁目であ

る。その一方で、平成 12(2000)年から令和 2(2020)年の人口減少率が 20％以上の町丁目が

見られる。 

 

 

出典：国勢調査を基に作成 

図 3.2 成田ニュータウンの人口の推移 

 
表 3.1 成田ニュータウンの町丁目別の人口推移〔単位：人〕 

町丁目 
平成 12 
（2000） 

平成 17 
（2005） 

平成 22 
（2010） 

平成 27 
（2015） 

令和 2 
（2020） 

令 2/平 12 
（2020/2000） 

令 2—平 27 
（2020-2015） 

赤坂 1 丁目 0 0 0 0 70 - 70 
吾妻 1 丁目 1,537 1,335 1,282 1,059 1,339 -12.9% 280 
吾妻 2 丁目 2,632 2,541 2,416 2,121 2,008 -23.7% -113 
吾妻 3 丁目 826 751 670 679 666 -19.4% -13 
加良部 1 丁目 2,158 3,104 3,117 2,934 2,655 23.0% -279 
加良部 2 丁目 1,675 1,576 1,466 1,451 1,257 -25.0% -194 
加良部 3 丁目 10 51 41 36 58 480.0% 22 
加良部 4 丁目 1,555 1,570 1,531 1,447 1,411 -9.3% -36 
加良部 5 丁目 2,391 2,271 1,764 1,934 1,785 -25.3% -149 
加良部 6 丁目 308 378 1,621 1,708 1,721 458.8% 13 
橋賀台 1 丁目 1,631 1,527 1,429 1,322 1,292 -20.8% -30 
橋賀台 2 丁目 1,302 1,169 1,308 1,397 1,395 7.1% -2 
橋賀台 3 丁目 2,333 2,276 2,119 1,789 1,519 -34.9% -270 
玉造 1 丁目 664 812 955 920 921 38.7% 1 
玉造 2 丁目 967 847 1,162 1,156 1,088 12.5% -68 
玉造 3 丁目 914 1,162 899 707 765 -16.3% 58 
玉造 4 丁目 1,033 956 904 848 849 -17.8% 1 
玉造 5 丁目 1,004 898 857 781 757 -24.6% -24 
玉造 6 丁目 882 1,243 1,322 1,263 1,234 39.9% -29 
玉造 7 丁目 1,492 1,493 1,407 1,381 1,246 -16.5% -135 
中台 1 丁目 2,516 2,439 2,262 2,085 1,933 -23.2% -152 
中台 2 丁目 708 778 804 771 759 7.2% -12 
中台 3 丁目 2,020 1,351 1,975 1,873 1,707 -15.5% -166 
中台 4 丁目 1,733 1,442 1,241 1,491 1,379 -20.4% -112 
中台 6 丁目 980 1,183 1,168 1,066 991 1.1% -75 

合計 33,271 33,153 33,720 32,219 30,805 -7.4% -1,414 

出典：国勢調査を基に作成 
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年齢 3 区分別人口割合の推移を見ると、65 歳以上人口割合が増加する一方、15 歳未満

人口割合及び 15～64 歳人口割合は減少しており、少子高齢化が進展している。 

65 歳以上人口割合は、平成 12(2000)年の 6.1％から令和 2(2020)年には 27.5％となって

おり、居住者の 3～4 人に 1 人は 65 歳以上である。 

町丁目別の 65 歳以上の割合を見ると、吾妻 3 丁目、橋賀台 1 丁目、玉造 4・5 丁目では

40％超となっているほか、15～64 歳人口割合が急激に低下しており、高齢化の進展が顕著

である。 

 

出典：国勢調査を基に作成 

図 3.3 年齢 3 区分別人口割合の推移 

 
表 3.2 成田ニュータウンの町丁目別の年齢別人口推移 

町丁目 

65 歳以上人口割合 15～65 歳人口割合 

平成 12 
（2000） 

令和 2 
（2020） 

令 2—平 12 
(2020-2000) 
〔ﾎﾟｲﾝﾄ〕 

平成 12 
（2000） 

令和 2 
（2020） 

令 2—平 12 
(2020-2000) 
〔ﾎﾟｲﾝﾄ〕 

赤坂 1 丁目 — 2.9% — — 85.7% — 
吾妻 1 丁目 8.1% 33.0% 24.9 74.8% 52.8% -22.0 
吾妻 2 丁目 4.8% 32.1% 27.3 77.8% 54.9% -22.9 
吾妻 3 丁目 9.2% 51.7% 42.5 83.2% 40.2% -42.9 
加良部 1 丁目 2.4% 12.3% 10.0 77.2% 75.7% -1.6 
加良部 2 丁目 7.5% 29.3% 21.8 73.5% 58.2% -15.3 
加良部 3 丁目 0.0% 6.9% 6.9 100.0% 65.5% -34.5 
加良部 4 丁目 11.1% 32.3% 21.3 75.3% 56.7% -18.6 
加良部 5 丁目 5.5% 22.2% 16.7 73.8% 64.3% -9.5 
加良部 6 丁目 0.3% 9.6% 9.3 84.7% 68.9% -15.8 
橋賀台 1 丁目 9.7% 40.6% 30.8 77.7% 47.8% -29.9 
橋賀台 2 丁目 9.1% 23.5% 14.4 69.0% 57.6% -11.5 
橋賀台 3 丁目 3.2% 27.4% 24.2 73.0% 60.2% -12.8 
玉造 1 丁目 7.5% 27.0% 19.5 77.1% 55.2% -22.0 
玉造 2 丁目 5.2% 33.6% 28.5 82.6% 49.4% -33.3 
玉造 3 丁目 4.3% 13.5% 9.2 78.0% 74.4% -3.6 
玉造 4 丁目 8.2% 51.7% 43.5 86.1% 39.7% -46.4 
玉造 5 丁目 6.1% 45.4% 39.4 77.8% 44.9% -32.9 
玉造 6 丁目 5.6% 23.6% 18.0 74.1% 65.2% -9.0 
玉造 7 丁目 4.8% 29.7% 24.9 76.9% 57.0% -19.9 
中台 1 丁目 3.7% 35.5% 31.8 75.4% 56.9% -18.6 
中台 2 丁目 9.9% 37.3% 27.4 76.0% 52.6% -23.4 
中台 3 丁目 4.2% 12.6% 8.4 85.5% 66.8% -18.7 
中台 4 丁目 5.0% 26.0% 21.1 73.1% 56.2% -16.9 
中台 6 丁目 12.0% 24.4% 12.4 69.8% 66.0% -3.8 

合計 6.1% 27.5% 21.4 76.6% 59.3% -17.3 

出典：国勢調査を基に作成 
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令和 2(2020)年における成田ニュータウンの世帯数は 14,338 世帯であり、平成 22(2010)

年をピークに平成 27(2015)年は減少したが、令和 2(2020)年は再び微増に転じるなど横ば

いで推移している。 

世帯人員は、平成 12(2000)年の 2.50 人/世帯から、令和 2(2020)年には 2.15 人/世帯に

減少しており、高齢化に伴う世帯規模の縮小が進行していると考えられる。 

町丁目別の平成 27(2015)～令和 2(2020)年の世帯数推移を見ると、加良部 1・2・5 丁目、

橋賀台 3 丁目、玉造 2 丁目、中台 1・3・4 丁目では世帯数の減少が見られる。 

 

出典：国勢調査を基に作成 

図 3.4 成田ニュータウンの世帯数の推移 

 
表 3.3 成田ニュータウンの町丁目別の世帯推移〔単位：世帯〕 

町丁目 
平成 12 
（2000） 

平成 17 
（2005） 

平成 22 
（2010） 

平成 27 
（2015） 

令和 2 
（2020） 

令 2/平 12 
（2020/2000） 

令 2—平 27 
（2020-2015） 

赤坂 1 丁目 0 0 0 0 70 — 70 
吾妻 1 丁目 493 462 487 397 584 18.5% 187 
吾妻 2 丁目 1,088 1,098 1,132 1,055 1,084 -0.4% 29 
吾妻 3 丁目 265 267 270 278 278 4.9% 0 
加良部 1 丁目 1,052 1,492 1,581 1,530 1,470 39.7% -60 
加良部 2 丁目 654 686 674 701 662 1.2% -39 
加良部 3 丁目 10 44 23 17 23 130.0% 6 
加良部 4 丁目 697 697 748 742 757 8.6% 15 
加良部 5 丁目 1,087 1,131 940 1,003 981 -9.8% -22 
加良部 6 丁目 216 144 559 568 613 183.8% 45 
橋賀台 1 丁目 590 592 583 562 567 -3.9% 5 
橋賀台 2 丁目 449 400 549 583 634 41.2% 51 
橋賀台 3 丁目 996 1,037 980 883 828 -16.9% -55 
玉造 1 丁目 206 262 304 302 310 50.5% 8 
玉造 2 丁目 283 281 394 403 393 38.9% -10 
玉造 3 丁目 502 773 542 380 495 -1.4% 115 
玉造 4 丁目 333 339 340 335 347 4.2% 12 
玉造 5 丁目 288 289 295 293 304 5.6% 11 
玉造 6 丁目 254 390 415 421 431 69.7% 10 
玉造 7 丁目 540 651 609 550 597 10.6% 47 
中台 1 丁目 761 784 790 788 784 3.0% -4 
中台 2 丁目 214 262 282 278 282 31.8% 4 
中台 3 丁目 1,363 806 1,040 971 864 -36.6% -107 
中台 4 丁目 614 538 504 590 578 -5.9% -12 
中台 6 丁目 341 416 438 400 402 17.9% 2 

合計 13,296 13,841 14,479 14,030 14,338 7.8% 308 

出典：国勢調査を基に作成 
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家族類型別一般世帯数割合の推移を見ると、単独世帯と夫婦のみ世帯が増加する一方、

夫婦と子世帯は減少しており、いわゆるファミリー世帯の割合が減少している。 

夫婦と子世帯の割合は、平成 12(2000)年の 40.9％から令和 2(2020)年には 26.0％とな

っており、子の世帯分離が進行していると考えられる。 

町丁目別の夫婦と子世帯の割合を見ると、吾妻 1・3 丁目、加良部 2 丁目、玉造 4・5・7

丁目、中台 1 丁目では減少ポイントが大きい。また、吾妻 1 丁目、加良部 2 丁目では、単

独世帯の割合の増加ポイントも大きい。 

 
出典：国勢調査を基に作成 

図 3.5 成田ニュータウンの家族類型別一般世帯割合の推移 

 
表 3.4 成田ニュータウンの町丁目別の家族類型別一般世帯割合の推移 

町丁目 
一般世帯数 
（令和 2） 
(2020) 

夫婦と子世帯割合 単独世帯割合 

平成 12 
(2000) 

令和 2 
(2020) 

令 2—平 12 
(2020-2000) 
〔ﾎﾟｲﾝﾄ〕 

平成 12 
(2000) 

令和 2 
(2020) 

令 2—平 12 
(2020-2000) 
〔ﾎﾟｲﾝﾄ〕 

赤坂 1 丁目 70 世帯 0.0% 0.0% 0.0 0.0% 100.0% 100.0 
吾妻 1 丁目 584 世帯 58.6% 27.1% -31.6 5.7% 32.2% 26.5 
吾妻 2 丁目 1,084 世帯 40.3% 18.5% -21.8 37.0% 50.7% 13.8 
吾妻 3 丁目 278 世帯 56.2% 26.6% -29.6 7.2% 18.0% 10.8 
加良部 1 丁目 1,470 世帯 32.1% 20.9% -11.2 50.5% 57.9% 7.4 
加良部 2 丁目 662 世帯 45.6% 20.7% -24.9 21.9% 49.2% 27.4 
加良部 3 丁目 22 世帯 0.0% 40.9% 40.9 100.0% 13.6% -86.4 
加良部 4 丁目 757 世帯 30.6% 16.1% -14.4 40.6% 49.8% 9.2 
加良部 5 丁目 980 世帯 34.0% 15.9% -18.1 40.8% 53.7% 12.8 
加良部 6 丁目 613 世帯 13.0% 50.4% 37.4 80.6% 17.3% -63.3 
橋賀台 1 丁目 567 世帯 44.6% 25.6% -19.0 18.5% 28.7% 10.3 
橋賀台 2 丁目 634 世帯 50.8% 27.0% -23.8 13.1% 37.7% 24.6 
橋賀台 3 丁目 828 世帯 38.8% 16.2% -22.6 33.3% 50.0% 16.7 
玉造 1 丁目 307 世帯 50.2% 45.6% -4.6 11.7% 12.7% 1.0 
玉造 2 丁目 393 世帯 66.3% 41.7% -24.6 4.3% 11.7% 7.4 
玉造 3 丁目 495 世帯 18.0% 7.7% -10.3 62.1% 68.5% 6.4 
玉造 4 丁目 347 世帯 55.6% 29.4% -26.2 7.2% 16.4% 9.2 
玉造 5 丁目 304 世帯 67.4% 34.2% -33.2 4.2% 13.8% 9.6 
玉造 6 丁目 431 世帯 65.7% 46.2% -19.6 5.1% 10.2% 5.1 
玉造 7 丁目 597 世帯 46.5% 20.4% -26.0 24.6% 38.9% 14.2 
中台 1 丁目 784 世帯 65.3% 35.8% -29.5 7.4% 15.4% 8.1 
中台 2 丁目 282 世帯 55.6% 37.6% -18.0 4.2% 10.6% 6.4 
中台 3 丁目 864 世帯 13.4% 25.0% 11.6 74.9% 53.5% -21.4 
中台 4 丁目 578 世帯 48.7% 31.1% -17.6 13.5% 27.0% 13.5 
中台 6 丁目 402 世帯 46.9% 36.6% -10.4 17.6% 25.9% 8.3 

合計 14,333 世帯 40.9% 26.0% -14.9 32.3% 38.6% 6.3 

出典：国勢調査を基に作成 
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3.1.3 産業 

令和 3(2021)年における成田ニュータウンの従業者数は 3,208 人であり、平成 24(2012)

年と比較して減少しているものの、平成 28(2016)年と比べて若干増加している。 

令和 3(2021)年の産業別従業者割合は、「卸売業、小売業」が約 3 割を占めており、平

成 24 (2012) 年と比較して減少しているものの、平成 28(2016)年と比べて若干増加して

いる。 

町丁目別の従業者の推移を見ると、商業・サービス施設が集積する赤坂 2 丁目の従業者

数が最も多い。 

  
 
 

表 3.5 成田ニュータウンの町丁目別の従業者数推移〔単位：人〕 

町丁目 
平成 24 
（2012） 

平成 28 
（2016） 

令和 3 
（2021） 

令 3/平 24 
(2021/2012) 

令 3—平 28 
(2021-2016) 

赤坂 1 丁目 46 46 57 23.9% 11 
赤坂 2 丁目 1,440 1,135 1,401 -2.7% -39 
赤坂 3 丁目 414 342 285 -31.2% -129 
吾妻 1 丁目 47 30 33 -29.8% -14 
吾妻 2 丁目 1 7 1 0.0% 0 
吾妻 3 丁目 204 105 112 -45.1% -92 
加良部 1 丁目 113 120 111 -1.8% -2 
加良部 2 丁目 21 4 4 -81.0% -17 
加良部 3 丁目 34 46 37 8.8% 3 
加良部 4 丁目 13 21 24 84.6% 11 
加良部 5 丁目 99 78 93 -6.1% -6 
加良部 6 丁目 68 97 102 50.0% 34 
橋賀台 1 丁目 332 349 284 -14.5% -48 
橋賀台 2 丁目 199 31 21 -89.4% -178 
橋賀台 3 丁目 21 17 17 -19.0% -4 
玉造 1 丁目 142 144 92 -35.2% -50 
玉造 2 丁目 15 9 6 -60.0% -9 
玉造 3 丁目 39 41 42 7.7% 3 
玉造 4 丁目 47 49 42 -10.6% -5 
玉造 5 丁目 8 6 12 50.0% 4 
玉造 6 丁目 10 14 30 200.0% 20 
玉造 7 丁目 88 114 126 43.2% 38 
中台 1 丁目 61 29 22 -63.9% -39 
中台 2 丁目 16 12 34 112.5% 18 
中台 3 丁目 29 17 42 44.8% 13 
中台 4 丁目 34 24 29 -14.7% -5 
中台 5 丁目 22 20 43 95.5% 21 
中台 6 丁目 87 90 106 21.8% 19 

合計 3,650 2,997 3,208 -12.1% -442 

出典：経済センサス活動調査を基に作成 
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出典：経済センサス活動調査を基に作成 

図 3.7 産業別従業者割合の推移 

出典：経済センサス活動調査を基に作成 

図 3.6 従業者数（民営）の推移 
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3.1.4 土地・建物利用 

赤坂地区では、大規模商業施設や図書館（本館）といった広域的な都市機能が立地し、

周辺地区では住宅系の利用がなされ、初期に住宅供給が行われた中台地区では共同住宅が

立地している。加良部地区では、戸建て住宅、共同住宅、商業施設が共存する利用となっ

ている。橋賀台地区や吾妻地区は、戸建て住宅と共同住宅の利用が中心となっている。玉

造地区は戸建て住宅の利用が中心となっている。 

 

出典：都市計画基礎調査（令和 4(2022)年 3 月）を基に作成 

図 3.8 成田ニュータウンの建物用途現況 
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成田ニュータウンの空き家率は 3％台であり、成田市全体（5％台）よりは低いが、地区

別にみると、入居開始が早かった加良部地区及び橋賀台地区が 7％前後となっており、市

全体の空き家率より高い。また、地区別の空き家数を見ると、玉造地区では空き家数が減

少しており、再利用又は解体・建替えが進んでいると考えられる。 
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出典：第 2 次成田市空家等対策計画を基に作成 

図 3.10 地区別空き家率の推移 

出典：第 2 次成田市空家等対策計画を基に作成 

図 3.9 地区別空き家数の推移 
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3.1.5 近年の開発動向 

令和元(2019)年以降の民間開発の動向をみると、加良部、中台及び玉造地区において宅

地や分譲マンション等の開発が見られ、新たな住宅需要が存在していることがわかる。ま

た、子育て支援施設や診療所などの立地も見られることから、医療や子育て支援のサービ

スに対するニーズがあることもわかる。 

 

 

図 3.11 成田ニュータウン地区の民間施設立地動向（令和元(2019)年以降） 
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3.1.6 交通環境 

JR 成田駅及び京成成田駅を基点とし、成田ニュータウンへ向かうバス路線は 1 日 150

本以上（令和 4(2022)年度末時点）の高いサービスレベルにある。また、成田ニュータ

ウンのほぼ全域がバス停の徒歩圏（300ｍ圏）でカバーされており、バスの利便性は高く

なっている。 

 

出典：国土交通省数値情報（令和 4(2022)年）を基に作成 

図 3.12 バスネットワーク 
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成田ニュータウンでは、緑道（歩行者専用道路）が幹線道路と分離された形でニュー

タウン全域にネットワークを形成している。令和元(2019)年には緑道及び自転車道の一

部が再編成され、歩行者及び自転車以外の乗り入れに法律の制限がかかる自転車歩行者

専用道路として指定されている。 

 
図 3.13 自転車歩行者専用道路ネットワーク 
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3.1.7 災害リスク 

成田ニュータウンは丘陵地帯に整備されたことから浸水被害のリスクはなく、また、

土砂災害の危険区域も分布していない。 

 

図 3.14 土砂災害の危険区域 
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成田市直下地震では、成田ニュータウン全域が震度 6 強と想定されている。 

  

図 3.15 成田市直下地震における震度分布 
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成田ニュータウンは丘陵部に位置する地理的な特性から液状化の危険度は低い。 

 

図 3.16 液状化の危険度 
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3.1.8 他のニュータウンとの比較 

成田ニュータウンと東京圏の代表的なニュータウンである多摩ニュータウン及び千

葉ニュータウンとの間で、年齢別人口構成と家族類型別世帯構成の比較を行う。 

 

成田ニュータウン、多摩ニュータウン、千葉ニュータウンの事業年度を比較すると、

入居開始時期はいずれも 1970 年代であるが、事業完了年は、成田ニュータウンは平成元

(1989)年であるのに対し、多摩ニュータウン、千葉ニュータウンは 2000 年代となってい

る。 

このため、多摩ニュータウン、千葉ニュータウンは比較的若い世代の入居が成田ニュ

ータウンの事業完了後以降も続いていたと考えられる。 

成田ニュータウンとの比較にあたっては、第一に多摩ニュータウン、千葉ニュータウ

ン全域を対象とした分析を行う。第二に成田ニュータウンの事業完了と同時期の開発分

として比較するため、多摩ニュータウンは多摩市分、千葉ニュータウンについては、西

白井地区・小室地区・白井地区分を比較対象とする。 

 

表 3.6 各ニュータウンの事業年度 

名称 事業年度 

成田ニュータウン 

（487ha） 

入居開始：昭和 47(1972)年 

事業完了：平成元(1989)年 

多摩ニュータウン 

（2,853ha） 

入居開始：昭和 46(1971)年（多摩市） 

     昭和 58(1983)年（八王子市） 

     昭和 63(1988)年（稲城市） 

事業完了：平成 16(2004)年（東京都施行分事業完了） 

     平成 17(2005)年（UR 都市機構施行分事業完了） 

千葉ニュータウン 

（1,930ha） 

入居開始：昭和 54(1979)年（西白井地区、小室地区、白井地区） 

     昭和 59(1984)年（千葉ニュータウン中央地区） 

     平成 6(1994)年（印西牧の原地区） 

     平成 12(2000)年（印旛日本医大地区） 

事業完了：平成 26(2014)年 

出典：多摩ニュータウンは多摩市「多摩ニュータウン開発年表」、千葉ニュータウンは「千葉ニュータウンオフィ

シャルガイド」を基に作成 
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成田ニュータウンは、2000 年代まで転入人口があった多摩ニュータウン、千葉ニュー

タウンと比較しても 30 歳未満の年齢層の割合がやや高く、世代交代が進んでいると想

定される。また、成田ニュータウンの 60 歳以上の割合は、多摩ニュータウン、千葉ニュ

ータウンと比較してやや高い程度にとどまっている。 

 

出典：国勢調査（令和 2(2020)年）を基に作成 

図 3.17 10 歳階級別の年齢構成 

 

成田ニュータウンは、多摩ニュータウン、千葉ニュータウンと比較すると、公営・都

市再生機構・公社の借家、給与住宅※、その他（寮・寄宿舎等）の割合が高いことが特徴

である。 

※社宅、公務員住宅などのように、会社、団体、官公庁などが所有又は管理して、そ

の職員を職務の都合上又は給与の一部として居住させている住宅 

 

出典：国勢調査（令和 2(2020)年）を基に作成 

図 3.18 住宅の所有関係別の世帯数 
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成田ニュータウンは、多摩ニュータウン、千葉ニュータウンと比較して夫婦と子世帯

の割合が低く、単独世帯が多いことが特徴である。 

 

出典：国勢調査（令和 2(2020)年）を基に作成 

図 3.19 家族類型別世帯構成 
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成田ニュータウンは、多摩ニュータウン（多摩市分）、千葉ニュータウン（西白井地

区・小室地区・白井地区分）と比較すると、30 歳未満の年齢層の割合が高く、60 歳以上

の割合が少ない傾向にある。 

 

 

出典：国勢調査（令和 2(2020)年）を基に作成 

図 3.20 10 歳階級別の年齢構成 

 

成田ニュータウンは、多摩ニュータウン（多摩市分）、千葉ニュータウン（西白井地

区・小室地区・白井地区分）と比較すると、公営・都市再生機構・公社の借家、給与住

宅、その他（寮・寄宿舎等）の割合が高いことが特徴である。 

 

 

出典：国勢調査（令和 2(2020)年）を基に作成 

図 3.21 住宅の所有関係別の世帯数 
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成田ニュータウンは、多摩ニュータウン（多摩市分）と同様に、単独世帯の割合が高

いことが特徴である。 

 

 

出典：国勢調査（令和 2(2020)年）を基に作成 

図 3.22 家族類型別世帯構成 
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3.2 成田ニュータウン内の公共施設の整理と利用状況の把握 

3.2.1 公共施設の立地状況 

成田ニュータウン内には、図書館（本館）や中央公民館などの市の主要な公共施設のほ

か、複数の公民館や保育園が立地している。また、築後年数が 40 年以上経過しているな

ど、老朽化が進行している施設が複数存在している。 

 

表 3.7 成田ニュータウン内の公共施設の概要 

施設名 
延床面積
（㎡） 

建築年 
（年） 

築後年数（年） 
令和 5(2023)年時点 

耐震基準 

図書館（本館） 5,179.20 昭和 59(1984) 39 新 

中央公民館 
（市民課赤坂分室） 

2,578.41 昭和 54(1979) 44 

旧 

（ホール棟：0.67、 

カルチャー棟：0.75、 

管理棟：0.96） 

加良部公民館 541.70 平成 3(1991) 32 新 

玉造公民館 550.00 昭和 59(1984) 39 新 

橋賀台公民館 531.92 昭和 58(1983) 40 新 

赤坂ふれあいセンター 
（男女共同参画センター） 

2,138.12 
平成 26(2014) 

（開設） 

旧ボンベルタ成田（令

和 6(2024)年度リニュー 

アルオープン予定）にテ

ナントとして入居 

－ 

こども発達支援センター 609.00 平成 15(2003) 20 新 

保健福祉館 4,131.00 平成 14(2002) 21 新 

子ども館 1,010.25 昭和 54(1979) 44 
旧 

（補強済/0.90） 

赤坂保育園 1,430.20 平成 25(2013) 10 新 

吾妻保育園 1,089.77 昭和 54(1979) 44 
旧 

（補強済/0.95） 

※増築棟は新 

玉造保育園 1,459.64 平成 7(1995) 28 新 

中台保育園 1,363.80 昭和 53(1978) 45 
旧 

（補強済/0.82） 

※増築棟は新 

中台第二保育園 1,221.59 平成 21(2009) 14 新 

新山保育園 1,038.22 昭和 56(1981) 42 
旧 

（補強済/0.90） 

※増築棟は新 

橋賀台保育園 1,123.75 昭和 50(1975) 48 
旧 

（補強済/0.88） 

※増築棟は新 

吾妻児童ホーム（第一・第二） 278.38 平成 23(2011) 12 新 

吾妻第三児童ホーム 119.25 平成 28(2016) 7 新 

新山児童ホーム（第一・第二） 212.82 平成 25(2013) 10 新 

加良部児童ホーム 180.00 平成 15(2003) 10 － 

加良部第二児童ホーム 114.33 平成 21(2009) 14 － 

神宮寺児童ホーム 139.61 平成 22(2010) 13 － 

玉造児童ホーム 132.08 平成 8(1996) 27 － 

中台児童ホーム 64.00 昭和 57(1982) 41 
令和 5(2023)年に 

改修工事を実施 

橋賀台児童ホーム 149.05 平成 31 (2019) 4 新 

向台児童ホーム 
向台第二児童ホーム 

189.09 平成 23(2011) 12 － 

※耐震基準は「市有建築物の耐震化状況」（成田市）平成 20(2008)年 3 月（令和 5(2023)年 4 月更新）に基づく 

※耐震基準の数値は、診断済みの建築物の最小 Is 値（各階の構造耐震指標値） 
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図 3.23 成田ニュータウンの公共施設の分布状況 
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3.2.2 利用状況 

図書館（本館）の利用者数は、減少傾向にある。「成田市立図書館サービス計画 2021～

2030」（令和 3(2021)年 3 月）によれば、市内では本館以外の各館も含めた総利用者数、

貸出点数が減少傾向にあると報告されており、その原因として、情報取得源が図書・雑誌

から電子情報や SNS（ソーシャルネットワーキングサービス）にまで広がっていることが

挙げられている。 

また、令和 2(2020)年度の利用者数が大きく減少しているのは、新型コロナウイルス感

染症の流行の影響であると思われる（図書館（本館）では、閲覧席数の削減や利用時間の

制限を実施）。 

 

 

図 3.24 図書館（本館）の利用者数推移 
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中央公民館の利用者数は、どの年次においても成田ニュータウン内の他の公民館と比べ

て多くなっている。これは、中央公民館の規模が他の公民館よりも大きいことに加え、講

堂や調理室などの機能が中央公民館のみに備わっていることが背景にあると考えられる。 

また、利用者数はどの公民館でも微減傾向にあり、特に中央公民館は元々利用者数が多

かったこともあり、減少幅が大きい。 

一方、成田市公共施設等総合管理計画では、中央公民館、玉造公民館は多くの地域住民

に活用され、稼働率が高いとされている。このため、成田ニュータウンでは地域住民の生

涯学習活動、コミュニティ活動が比較的活発であると考えられる。 

令和 2(2020)年度は、新型コロナウイルス感染症の流行により各公民館の利用者数が大

幅に減少しているが、令和 3(2021)年度以降は利用者数回復の兆しがみられる。 

 

 
図 3.25 公民館の利用者数推移 
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赤坂ふれあいセンターは、高齢者の社会参加と世代を超えた相互交流を促進する場とし

て、平成 26(2014)年 8 月に閉所した老人福祉センターの機能を移転して整備された。 

利用者数は開設以降に年間 5 万人台で安定的に推移し、新型コロナウイルス感染症の流

行により一時的に利用者数が落ち込んだものの、令和 3(2021)年度以降は、利用者数回復

の兆しが見られる。 

 

 

 
図 3.26 赤坂ふれあいセンターの利用者数推移 
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男女共同参画センターは、男女共同参画社会の形成を推進するための自主的な学習と活

動の拠点として、平成 26(2014)年 9 月にボンベルタ成田内にオープンした施設であり、事

前の予約により利用できる会議室や多目的室を備えている。 

利用者数は、新型コロナウイルスの影響により利用に制限が加わったため、令和 2(2020)

年度、令和 3(2021)年度の利用者数が減少したが、コロナ禍後は増加傾向にある。 

また、男女共同参画センターは、「自主的な学習と活動の拠点」という点で、公民館と

類似機能をもつ施設であると言える。公民館の利用者数が減少傾向にある一方、男女共同

参画センターの利用者は増加している理由としては、市民サークルなどの活動場所として

の需要が増加しているほか、同センターが商業施設に併設しているという立地条件から、

複合的な利用が可能なことが背景の一つにあると考えられる。 

 

 
※令和 2(2020)年度：4/8～5/31 まで感染症対策により休館 

※令和 3(2021)年度：R2.6.1～R3.9.30 まで利用制限あり 定員 1/2、利用時間短縮（午後 8 時まで） 

図 3.27 男女共同参画センターの利用者数推移 
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赤坂センター地区内においてコミュニティ活動やふれあいの拠点としての機能を備

えた施設として、中央公民館、赤坂ふれあいセンター、男女共同参画センターの合計利

用者数の推移は下図の通りである。中央公民館の利用者数が減少傾向にある一方で、赤

坂ふれあいセンター、男女共同参画センターの利用者数増加により、合計利用者数は概

ね安定的に推移している。コミュニティ拠点へのニーズは維持されていると考えられる。 

 

 
図 3.28 赤坂センター内に位置するコミュニティ拠点機能を備えた施設の利用者数推移 
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こども発達支援センターでは、発達の遅れや障がいのある子どもとその保護者のための

通所支援事業（小集団療育・個別訓練）や訪問事業、相談事業を実施している。主に就学

前の子どもを対象として平日に開園しており、1 日の利用定員は 30 名である。 

令和 2(2020)年度までは総利用者数が増加傾向にあるが、令和 3(2021)年度からは特に

就学児の利用が減少している。 

周辺に個別訓練を実施する民間の事業所や医療機関が増えたことにより、こども発達支

援センターでは、千葉県の受託事業で契約関係にない子どもに対しての個別相談や訪問な

どを実施している。 

 

 
図 3.29 こども発達支援センターの利用者数推移 
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保健福祉館は、保健・医療・福祉を扱う総合的な施設であり、市民の健康福祉に関する

業務を行う健康増進課、在宅医療・介護連携支援センター、日中一時支援事業所、子育て

支援広場、社会福祉協議会、ボランティアセンターなどの機能を備えている。利用者数は

漸減傾向にある。 

 

 
図 3.30 保健福祉館の来館者数推移 
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市民課赤坂分室は、中央公民館内に位置し、住民票、戸籍謄・抄本、印鑑登録証明書な

どの発行と異動の手続きを取扱っている。取扱い件数は年々減少傾向にあり、成田ニュー

タウンの人口減少やコンビニエンスストアにおける住民票、戸籍謄本、印鑑登録証明書の

交付サービスが影響していることも考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3.31 市民課赤坂分室取扱い件数の推移 
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子ども館は、自由に遊べる場の提供、子育てについての相談、保護者相互の交流、子ど

もの世代を超えたふれあい及び交流の支援等を目的として設置された施設である。 

コロナ前までは利用者数は概ね安定的に推移していた。令和元(2019)年度、令和 2(2020)

年度には、新型コロナウイルス感染症の流行により利用者数が減少したが、令和 3(2021)

年度以降は利用者数回復の兆しがみられる。 

 

 

図 3.32 子ども館の利用者数推移 
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成田ニュータウン内の子どもの数が減少傾向にある一方、保育園の児童数は横ばい傾

向にあり、共働き世帯などにおいて保育へのニーズが増加していると考えられる。 

複合施設整備予定地に立地している赤坂保育園は、成田ニュータウン内に位置する 5

つの保育園（橋賀台、新山、中台、吾妻、玉造）の老朽化に伴う大規模改修工事を実施

するにあたって、改修園の児童を受入れるために建設された仮設園舎である。平成

30(2018)年 10 月までは、定員 180 名のうち 150 名が改修園分の利用定員であったが、

平成 30(2018)年 11 月以降は改修園分の利用定員は確保されず、180 名すべてが通常の

児童受入れ定員とされた。令和元(2019)年度の赤坂保育園利用者数の大幅な減少は、改

修園の児童が利用者数から除外されたことを反映している。 

 

図 3.33 成田ニュータウン内の保育園・認定こども園の利用者数推移 

 

 

図 3.34 成田ニュータウン内の保育園・認定こども園の定員に対する利用者数推移 
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27(2015)・28(2016)年度休園、吾妻保育園は平成 29(2017)年度休園、玉造保育園は平成 30(2018)年度休園 
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児童ホームでは、放課後や夏季休暇に保護者が就労等で家庭にいない小学生に、適切

な遊び及び生活の場を提供している（仕事が休みなどで保護者が在宅の場合は利用不

可）。 

児童ホームの利用者数は概ね横ばいから微減傾向にあり、成田ニュータウン内の児童

数の減少を反映しているものと思われる。 

 

図 3.35 成田ニュータウン内の児童ホームの利用者数推移 

 
 

 
図 3.36 成田ニュータウン内の児童ホームの定員に対する利用者数推移 
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3.3 市全域における公共施設の配置バランスや行政サービス機能の整理 

 

人口・都市機能が集積している成田地区、成田ニュータウンには、市役所、分室が配

置されている。また、遠山地区には分室、下総地区及び大栄地区には支所が配置されて

いる。 

 

出典：都市計画基礎調査（令和 4(2022)年 3 月）を基に作成 

図 3.37 行政庁舎施設（窓口サービス）の分布 
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図書館は本館が成田ニュータウンに、分館が公津地区に配置されているほか、図書室

を併設する公民館等も各地区に配置されている。 

 

出典：都市計画基礎調査（令和 4(2022)年 3 月）を基に作成 

図 3.38 図書館の分布 
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成田地区には本市の文化芸術の拠点施設である成田国際文化会館が配置されている

が、施設の老朽化により、再整備を検討している。また、成田駅周辺では、文化芸術セ

ンター、公津地区では複合施設もりんぴあこうづ（公津の杜コミュニティセンター）が

配置されている。成田ニュータウンには、中央公民館があるほか、赤坂ふれあいセンタ

ー及び男女共同参画センターが商業施設内に配置されている。 

 

出典：都市計画基礎調査（令和 4(2022)年 3 月）を基に作成 

図 3.39 文化関連施設の分布 
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公民館は地区ごとに配置されているほか、地域の集会施設も市街化区域や非線引き用

途地域外も含めて密度高く配置されている。 

 

出典：都市計画基礎調査（令和 4(2022)年 3 月）を基に作成 

図 3.40 公民館・集会施設の分布 
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成田ニュータウンには、子ども館が配置されているほか、公津地区及び遠山地区には、

コミュニティセンター内になかよしひろばが配置されている。また、児童ホーム、保育

園、幼稚園は、市内全域に分散して配置されており、特に成田ニュータウンの配置密度

は高い。 

 

出典：都市計画基礎調査（令和 4(2022)年 3 月）を基に作成 

図 3.41 子ども関連施設の分布 
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保健・医療・福祉の拠点施設である保健福祉館が、成田ニュータウンの赤坂地区に配

置されている。また、体育館を有したスポーツ関連施設については、成田ニュータウン

に設置している重兵衛スポーツフィールド中台をはじめ、公津地区、久住地区、大栄地

区等に配置されている。 

 
出典：都市計画基礎調査（令和 4(2022)年 3 月）を基に作成 

図 3.42 福祉・健康・スポーツ関連施設の分布 
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3.4 成田ニュータウンを中心とした現状把握・分析 

成田ニュータウンの人口等の概況や公共施設の配置・利用状況、市全域における公共

施設の配置バランスや行政サービス機能の現状を踏まえ、成田ニュータウンにおける課

題を下記に示す。 

 

表 3.8 公共施設の配置バランスや成田ニュータウンにおける行政サービス機能の課題 

区分 配置バランス 成田ニュータウンにおける課題 

行政庁舎

施設（窓

口サービ

ス） 

 人口・都市機能が集積している成田地区、

成田ニュータウンには、市役所、分室が配

置されている。 

 遠山地区には分室、下総地区及び大栄地

区には支所が配置されている。 

 赤坂地区には、市民課の分室が配置されてい

るが機能は限定的である。 

 デジタル化の進展を踏まえた窓口サービス

のあり方について検討が必要である。 

図書館  図書館は本館が成田ニュータウンに、分

館が公津地区に配置されているほか、図

書室を併設する公民館等も各地区に配置

されている。 

 図書館（本館）においては、施設の老朽化が

進行している。 

 時代に合った図書館サービスの在り方につ

いて検討する必要がある。 

文化関連

施設・公

民館 

 成田地区には本市の文化芸術の拠点施設

である成田国際文化会館が配置されてい

るが、施設の老朽化により、再整備を検討

している。 

 成田地区では文化芸術センター、公津地

区では複合施設もりんぴあこうづ（公津

の杜コミュニティセンター）が配置され

ている。 

 成田ニュータウンには、中央公民館が配

置されているほか、赤坂ふれあいセンタ

ー及び男女共同参画センターが商業施設

内に配置されている。 

 公民館は地区ごとに配置されているほ

か、集会施設も密度高く配置されている。 

 複数の文化関連施設等が配置されているも

のの、中央公民館の老朽化が進行しているこ

とから、生涯学習の拠点となる施設の再整備

を検討する必要がある。 

子ども関

連施設 

 成田ニュータウンには、子ども館が配置

されている。 

 公津地区、遠山地区には、コミュニティセ

ンター内になかよしひろばが配置されて

いる。 

 児童ホーム、保育園、幼稚園は、市内全域

に分散して配置されており、特に成田ニ

ュータウンの配置密度は高い。 

 子ども館が配置され、保育園や幼稚園も密度

高く配置されているが、子育て機能の更なる

充実を検討する必要がある。 

 複合施設の整備予定地において、暫定利用と

して整備している赤坂保育園の今後の取扱

いについて、検討が必要である。 

 市民の利便性を高める観点では、将来的に図

書館（本館）や文化・学習施設との連携が強

化できる配置について検討の余地がある。 

福祉・健

康・スポ

ーツ関連

施設 

 保健・医療・福祉の拠点施設である保健福

祉館が、成田ニュータウンの赤坂地区に

配置されている。 

 体育館を有したスポーツ関連施設につい

ては、成田ニュータウンに設置している

重兵衛スポーツフィールド中台をはじ

め、公津地区、久住地区、大栄地区等に配

置されている。 

 成田ニュータウンには、福祉・健康・スポー

ツに係る中心的な施設である保健福祉館や

重兵衛スポーツフィールド中台が配置され

ているが、成田ニュータウンの高齢化を踏ま

えると、健康増進に寄与する施設やサービス

機能について、更に充実することが考えられ

る。 
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3.5 赤坂センター地区の現況 

 

3.5.1 都市機能の立地状況 

赤坂センター地区には、教育・文化機能、行政機能、福祉機能、子育て機能、金融機能、

商業機能が立地している。 

 
表 3.9 赤坂センター地区に立地する主な施設 

機能 施設名 

教育・文化 図書館（本館） 

教育・文化・行政 中央公民館・市民課赤坂分室・男女共同参画センター 

福祉 赤坂ふれあいセンター 

子育て 赤坂保育園 

金融 成田郵便局 

金融 京葉銀行 成田西支店 

金融 千葉信用金庫 赤坂支店 

金融 千葉興業銀行 成田西支店 

金融 千葉銀行 成田西支店 

商業 旧ボンベルタ成田（令和 6(2024)年度リニューアルオープン予定） 

 
図 3.43 赤坂センター地区の都市機能立地状況 
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3.5.2 地形 

赤坂センター地区の地形は起伏があり、北側の図書館（本館）は道路レベルにあるが、

中央公民館は高台に位置している。南側は沿道の金融機関、商業施設は道路レベルにある

が、赤坂二丁目の中央部は高台となっている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
AA’断面における断面図              BB’断面における断面図 

 
 
 
 
 
 
 

CC’断面における断面図                           DD’断面における断面図 

 

出典：国土地理院陰影起伏図を基に作成 

図 3.44 赤坂センター地区の地形 
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図 3.45 赤坂センター地区の地形（写真） 

 

A 地点 

A 地点 

B 地点 

B 地点 

C 地点 

C 地点 

D 地点 
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3.6 社会動向・経済情勢の整理 

 

3.6.1 郊外住宅団地を巡る最近の政策トレンド 

国土交通省では、人口減少・少子高齢化の状況下で、空き家の増加、土地利用需要との

乖離等の問題が生じている郊外住宅団地の再生を図るため、地方公共団体、民間事業者等

の関係者が、調査・意見交換等を行う「住宅団地再生」連絡会議（以下「連絡会議」）を

設立した（平成 29(2017)年 1 月 30 日設立）。ここでは、連絡会議で提出された資料のう

ち、成田ニュータウンにも関連すると考えられる資料の概要を整理する。 

 

出典等 国土交通省 「住宅団地再生」連絡会議 
第 1 回連絡会議（平成 29(2017)年 1 月 30 日） 会議資料 2 

内容 【住宅団地の課題と可能性】 
 戦後の高度成長期における産業構造の転換に対応した大都市圏への人口集
中への対応のため国策等として整備された住宅団地において、①住民の高
齢化、②住宅等の老朽化、③バリアフリー化の遅れ、④近隣センター等の
衰退、⑤小中学校等の遊休化等の問題が顕在化 

 一方で、住宅団地は高い公共施設整備率を誇る優良なストックであり次世
代に残すべき優良な資産 

 
【昭和 40 年代以前に開発された住宅団地の特徴】 
 大都市圏郊外部での開発、丘陵部での開発が多い、大規模開発が多い      
 同一時期に大量かつ画一的な住宅供給、インフラ整備 
 同一世代（生産年齢世代）の一斉入居 
 近隣住区論に基づく開発 
 多様な主体が関係：区域が複数にまたがる場合、複数事業者により施行し
ている場合、複数の公的機関により住宅供給が行われている場合 等 

 
■住宅団地開発の歴史 
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出典等 国土交通省 「住宅団地再生」連絡会議 

第 6 回連絡会議（令和 4(2022)年 8 月 5 日） 

和泉 洋人 （工学博士） 

東京大学特任教授、元国土交通省住宅局長 

前内閣総理大臣補佐官（地方創生等担当） 

内容  ニュータウンにおいては、高齢化の進展により、多様な世代の暮らしの場

として課題があると認識 

 このため、多様な用途の導入による職住育近接で多世代共同のまちへの転

換や、医療・福祉施設や生活利便施設、地域交通機能の充実、デジタル技

術の進展や働き方改革等への対応を提案 

 

■住宅団地の再生の方向性 
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3.6.2 まちづくりのトレンド 

 都市再生特別措置法等の一部を改正する法律（令和 2(2020)年法律第 43 号）（令和

2(2020)年 9 月 7 日施行）により、市町村が、まちなかにおける交流・滞在空間の創

出に向けた公民の取組をまちづくり計画に位置づけることができることになった。 

 国土交通省では、上記の取組に対して、下表に示す法律・予算・税制のパッケージに

よる支援を行っている。 

 

事業名 事業概要 

まちなかウォー

カブル推進事業

（社会資本整備

総合交付金／補

助金） 

車中心から人中心の空間に転換するまちなかの歩ける範囲の区域

において、街路の広場化や公共空間の芝生化、沿道施設の 1 階部分

の開放など、既存ストックの修復・利活用に関する取組を重点的・

一体的に支援 

ウォーカブル推

進税制（固定資

産税・都市計画

税の軽減） 

「居心地が良く歩きたくなる」まちなかの形成を目指す区域（滞在

快適性等向上区域）において、民間事業者等（土地所有者等）が、

市町村による道路、公園等の公共施設の整備等と併せて民地のオ

ープンスペース化や建物低層部のオープン化を行った場合に、固

定資産税・都市計画税の軽減措置を講じる 

官民連携まちな

か再生推進事業

（補助金） 

様々な人材が集積するエリアプラットフォームの構築やエリアの

将来像を明確にした未来ビジョンの策定、ビジョンを実現するた

めの自立・自走型システムの構築に向けた取組を総合的に支援し、

多様な人材の集積や投資を惹きつける都市の魅力・国際競争力の

強化を図る 

まちなか公共空

間等活用支援事

業 

都市再生推進法人がベンチの設置や植栽等（カフェ等も併せて整

備）により交流・滞在空間を充実化する事業に対する低利貸付制度

を創設 

〈計画に基づく「居心地が良く歩きたくなる」空間の創出〉 
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 国土交通省では、新型コロナ危機を契機に、今後の都市政策のありかたについ

て、都市再生や都市交通、公園緑地や都市防災のほか、医療、働き方などの様々

な分野の有識者にヒアリングを実施し、今後のまちづくりの方向性について論点

整理を行った。 

 今後の都市政策及び各分野の方向性は以下のとおりである。 

今後の都市政策

の方向性 

人や機能等を集積させる都市そのものの重要性に変わりはなく、国

際競争力強化やウォーカブルなまちづくり、コンパクトシティ、ス

マートシティの推進は引き続き重要。こうした都市政策の推進に当

たっては、新型コロナ危機を契機として生じた変化に対応していく

ことが必要 

各分野の方向性  大都市は、クリエイティブ人材を惹きつける良質なオフィス、住環境

（住宅、オープンスペース、インターナショナルスクール等）、文化・

エンタメ機能等を、郊外、地方都市は、住む、働く、憩いといった様々

な機能を備えた「地元生活圏の形成」を推進 

 大都市、郊外、地方都市それぞれのメリットを活かして魅力を高めて

いくことが重要 

 様々なニーズ、変化、リスクに対応できる柔軟性・冗長性を備えた都

市が求められる 

 老朽ストックを更新し、ニューノーマルに対応した機能（住宅、サテ

ライトオフィス等）が提供されるリニューアルを促進 

 郊外や地方都市でも必要な公共交通サービスが提供されるよう、ま

ちづくりと一体となった総合的な交通戦略を推進 

 自転車を利用しやすい環境の一層の整備が必要 

 街路空間、公園、緑地、都市農地、民間空地などまちに存在する様々

な緑やオープンスペースを柔軟に活用 

 リアルタイムデータ等を活用し、ミクロな空間単位で人の動きを把

握して、平時・災害時ともに過密を避けるよう人の行動を誘導避難所

の過密を避けるための多様な避難環境の整備 
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4.1 調査の概要 

4.1.1 企業ヒアリングの目的 

中央公民館及び図書館（本館）の機能を集約し、再整備する場合の評価や想定される事

業手法などをヒアリングにより把握した。 

なお、ヒアリングでは、「第 7 章複合施設に導入する機能の検討」及び「第 8 章将来ビ

ジョンの策定」を検討するにあたって、民間企業目線で導入が見込める機能や民間企業と

して参画を検討する場合に必要となる条件・情報等についても聞き取りを行った。 

4.1.2 企業ヒアリングの対象者 

対象とする民間企業は、本市の地域事情に精通し、官民連携手法による施設整備の実績

を有する企業を基本に、5 社を選定し、令和 5(2023)年 12 月にヒアリングを実施した。 

4.1.3 ヒアリング項目 

ヒアリング項目を以下に示す。 

 
表 4.1 ヒアリング項目（1/2） 

テーマ ヒアリング内容 

1.中央公民館及び図書

館（本館）の機能を集

約して再整備する場

合の評価 

・既存施設を集約した場合に想定されるメリットについて伺い

たい。 

例）事業規模を大きくした方が民間活力を取り込める 

複合化により相互の利用客を取り込むことで利用拡大が見込める 

・上記でご回答いただいた内容の参考になる事例があれば伺い

たい。 

・機能の集約に際して、留意事項があれば機能毎に伺いたい。 

2.中央公民館及び図書

館（本館）を集約して

再整備する場合の配

置パターン 

（1）再整備パターン毎の評価 

・施設を集約する方法は、以下の 3 通りが考えられるが、それぞ

れのメリット・デメリットについて伺いたい。 

案 1：南側の敷地に集約 

案 2：北側の敷地に集約 

案 3：南北の敷地に分散配置 

 

（2）官民連携手法の導入が見込める再整備パターン 

・貴社が本事業に参画する場合、参画しやすいと考える再整備パ

ターンはどれになるか。 

 

（3）施設を南北の敷地のいずれかに集約した場合、複合施設以

外の敷地はどのような活用が考えられるか。 

例）マンション、ホテル、商業施設、飲食施設 他 

・上記を実施する場合の課題となる事項があれば伺いたい。 
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表 4.2 ヒアリング項目（2/2） 

テーマ ヒアリング内容 

3.複合施設に中央公民

館及び図書館（本館）

を集約した場合の評

価と事業手法 

・中央公民館及び図書館（本館）を複合施設に集約する場合、ど

のような事業手法が想定されるか。 

例）PPP（DBO）、PFI（従来方式・コンセッション）他 

・再整備した施設の管理運営において、機能毎の運営主体として

望ましい体制があれば伺いたい。 

例）図書館は専門性が高いため公共が運営することが望ましい他 

4.複合施設に導入する

ことが想定される機

能 

・施設を再整備した場合、導入が想定される機能はあるか。 

・上記をご回答いただいた理由を伺いたい。 

5.隣接する赤坂公園と

の連携可能性 

・対象地域に隣接する赤坂公園では、定期的なイベント等の様々

な利用がされている。 

・今回の再整備と合わせて赤坂公園と連携した取組みについて

ご提案があれば伺いたい。 

6.本事業に参考となる

事例 

・近年の官民連携分野において注視すべき動向があれば伺いたい。 

・本再整備に進める中で参考となる事例があれば伺いたい。 
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4.2 ヒアリング結果 

4.2.1 民間事業者ヒアリングのまとめ 

民間事業者ヒアリングで得た主な意見を以下に示す。 

 

表 4.3 ヒアリング結果概要 

テーマ 民間事業者の主な意見 

1.中央公民館及び図書館

（本館）の機能を集約し

て再整備する場合の評価 

・集約化により、建物をコンパクトに整備でき、建設費及び

管理運営費の低減が期待できる。 

・図書館と公民館は利用者の親和性が高く、複合化すること

で各機能の利用者数の増加が見込める。 

2.中央公民館及び図書館

（本館）を集約して再整

備する場合の配置パター

ン 

・南側に集約することで、既存公共施設を稼働させながら、

複合施設を整備できる。連担した地区であるため、近隣の

商業施設との移動が容易で連携が図りやすく、拠点性が増

す。 

3.複合施設に中央公民館及

び図書館（本館）を集約し

た場合の評価と事業手法 

・複合施設（子育て支援、生涯学習）と図書館、公民館は、

機能連携や利用者設定上の相性が良いため、一体化が望ま

しい。 

・PFI または DBO が望ましい。使用料収入が高くないことを

踏まえると、サービス購入方式の運営が望ましい。 

4.複合施設に導入すること

が望ましい機能 

・子育て世帯向けの機能（子どもが遊べる場所、子どもの一

時預かり施設）。 

・運動・健康増進のためのフィットネスクラブ。 

5.隣接する赤坂公園との連

携可能性 

・公園側との連携について、Park-PFI を検討するにしても

VFM を出す必要があるため、既存の地形的制約や利用状況

では施設整備等を伴う連携は難しいと思われる。 

・既存公園のままイベント時に相互利用（環境学習のフィー

ルドワーク、青空教室 等）が望ましい。 

6.その他 ・本再整備を通じて地域をあげた拠点性を高めるためには、

エリアマネジメント組織の組成に注力し、地域活動のハブ

にすることが想定される。 

・昨今の公共施設再整備においては、DX への対応や ZEB 化

といった要件が求められるため、どの水準を目指すか検討

が必要である。 
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4.2.2 民間事業者の意見まとめ 

民間事業者毎の意見を以下に示す。 

 

表 4.4 ヒアリング結果（1/3） 

 A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 

1. 中央公民館及び図書

館（本館）の機能を集

約して再整備する場

合の評価について 

・機能を集約することで市民サー

ビスとしての相乗効果を期待で

きる。 

・機能を複合化させることで施設

がコンパクトになり、ライフサ

イクルコストが低減できる。 

・図書館や公民館は、官民連携の実

績が多数あり、民間による管理運

営との相性がよい。 

・複合化することで維持管理のコ

スト削減が期待となる。 

・同時期に別々に再整備の手続き

を進めることは非効率。 

・複合化により機能間の連携が図

りやすくなり、これまで片方しか

利用していなかった方の利用を

誘発し、新たな利用客の獲得が狙

える。 

・図書館と公民館は利用者の親和

性が高く、複合化することで各機

能の利用者数の増加が見込める。 

・一体的に整備することで、相互利

用客の獲得が期待できる。 

・集約化により、建物をコンパクト

に整備でき、建設費及び管理運営

費の低減が期待できる。 

2. 中 央 公 民

館 及 び 図

書 館 （ 本

館）を集約

し て 再 整

備 す る 場

合 の 配 置

パ タ ー ン

について 

案 1： 

南 側 に

集約 

・南側に集約し、近隣の商業施設と

連携して地域を活性化していく

ことがよい。 

・集約後の北側は、住宅を整備する

か、用地を売却することが考えら

れる。 

・既存公共施設を稼働させながら

複合施設を整備できる。 

・集約後の余剰地は、住宅の整備が

考えられる。 

・南側に集約する場合、更地に建設

できるので、新施設整備中の既存

施設に対する負荷が少ない。 

・連担した地区であるため、近隣の

商業施設との移動が容易で連携

が図りやすく、拠点性が増す。 

・幹線道路から入った敷地のため、

案内誘導等の配慮が必要。 

・既存施設を運用しながら仮移転

なしで施設整備を進められる。 

・建て替えのステップがスムーズ

で、仮設費が節減できる。 

・余剰地は、集合住宅か戸建て住宅

が望ましい。その他、複合施設利

用者駐車場、将来の建て替え用地

（広場）の利用が想定される。 

・再整備する場合は、南側敷地に集

約すべき（現施設を運用しながら

施設整備し、施設整備後の機能移

転が一番コストがかからないと

思われる）。 

・他の敷地の活用（払い下げ、商業

施設誘致他）は別枠でやった方が

よい。 

案 2： 

北 側 に

集約 

－ 

・既存の図書館機能を維持したま

までの再整備となるため、施設配

置計画上の制約が多い。 

・北側に集約する場合、赤坂公園と

一体となった施設計画が可能。 

・隣接した住宅があるため、騒音等

で施工時の配慮が必要。 

・赤坂公園との連携がしやすい。 

・南側の余剰地が、既存商業施設と

連携しやすく自由度が高い。 

・北側敷地は現在の機能（図書館、

公民館）の代替を別に確保しない

と再整備できないため、敷地とし

ては不適と思われる。 

案 3： 

南 北 に

分 散 配

置 

・施設が分散することで、利用者の

利便性が下がる。 

・施設整備のコンセプトを両敷地

で統一する必要がある。 

・北側の敷地に図書館（本館）を残

したうえで既存の公民館を駐車

場にするという前提であれば、南

北への分散配置も想定できる。 

・敷地を分けて整備することにメ

リットはあまりない。 

・機能分散ができるが、工事費が高

くなる。 

・南北両方の敷地を活用するので、

余剰地活用が半端になる。 

・道路で南北が分断されるため、動

線計画が課題。 

・各敷地は道路で区切られている

ため、本質的に一体活用が難し

い。そのため、全て活用可能だと

しても一体で整備するメリット

は薄い。 

3.複合施設に中央公民

館及び図書館（本館）

を集約した場合の評

価と事業手法につい

て 

・複合施設（子育て支援、生涯学習）

と中央公民館及び図書館（本館）

は、機能連携や利用者設定上の相

性が良いため、一体化が望ましい。 

・施設を有効に活かすことができる

ので、運営は民間にまかせるべき。 

・一部、公共の実施が望ましい機能

や役割は、公共が対応していくこ

とが重要である。 

・複合施設（子育て支援、生涯学習）

と中央公民館及び図書館（本館）

は、機能連携や利用者設定上の相

性が良いため、一体化が望ましい。 

・中央公民館及び図書館（本館）も

複合化したほうが事業性の観点

でもよく、運営まで含めた DBO ま

たは PFI（BTO 方式）が想定でき

るとよい。 

・弾力ある管理運営を目指す場合、

全て民営化することが望ましい。 

・複合施設（子育て支援、生涯学習）

と中央公民館及び図書館（本館）

は、機能連携や利用者設定上の相

性が良いため、一体化が望ましい。 

・複合施設（子育て支援、生涯学習）

と中央公民館及び図書館（本館）

は、機能連携や利用者設定上の相

性が良いため、一体化が望ましい。 

・施設計画から建設、維持管理まで

一括で発注したほうがよい。 

・PFIまたはDBOが望ましい。使用料収

入が高くないことを踏まえると、サ

ービス購入方式の運営が望ましい。 

・機能の連携や人員配置の効率化

が図られるので民間運営でも問

題ないが、子育て支援相談窓口、

図書館の蔵書選定等コア業務は

公共が行うことが考えられる。 

・複合施設（子育て支援、生涯学習）

と中央公民館及び図書館（本館）

は、機能連携や利用者設定上の相

性が良いため、一体化が望ましい。 

・一般論として公民館及び図書館

では十分な収益を得ることは難

しいので、独立採算方式やコンセ

ッション方式は困難と思われる。 
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表 4.5 ヒアリング結果（2/3） 

 A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 

4. 複合施設に導入する

ことが望ましい機能

について 

・子育て支援機能と連携する場合、

PC・ビジネスコーナー（設置され

ている PC、持ち込み PC が利用可

のスペース）。 

・利用者利便性向上の観点から行

政手続き窓口。 

・フットサル場、パークゴルフ場等

スポーツ系の機能。 

・カフェ。 

・子育て世帯向けの機能（子どもが

遊べる場所、子どもの一時預かり

施設）。 

・コワーキングスペース。 

・利用者の定住促進につながる機能。 

・成田ニュータウン地区の将来的

な高齢化を見据えた福祉機能。 

・将来的なニーズ変化に対応でき

る余剰地を残す。 

・多目的ホール。 

・運動・健康増進のためのフィット

ネスクラブ。 

・集客が見込める温浴施設。 

・小体育館、スタジオまたは簡単な

ジム等のスポーツ施設。 

・文化芸術関係の機能導入は元々の

利用人口が少ないので、公共が提

供している事例はあまりない。 

5.隣接する赤坂公園と

の連携可能性につい

て 

・赤坂公園内の高低差や池に対す

る安全性確保に課題があるので、

連携する場合十分な事前調査が

必要。 

・公園を活かしてウォーキング・ラ

ンニングコースを考案し、その活

用プログラムがあると健康づくり

のために人が集まる場所になる。 

・再整備する施設との住み分けを

行い、広場として公園を活用でき

るとよい。 

・Park-PFI を活用した赤坂公園の

機能導入や公園と連携した図書

館（本館）をコンバージョンして

拠点性を高める連携が想定でき

る。 

・赤坂公園に広場が少ないため、北

側敷地をイベントスペース等屋

外活動スペースとして活用する。 

・公園側との連携について、Park-

PFI を検討するにしても VFM を出

す必要があるため、既存の地形的

制約や利用状況では施設整備等

を伴う連携は難しいと思われる。 

・既存公園のままイベント時に相

互利用（環境学習のフィールドワ

ーク、青空教室 等）が望ましい。 

6.本事業に参考となる

事例について 
・多世代活動交流センター（廿日市市） 
・学びの杜ののいちカレード（野々

市市） 

・プラッツ習志野（習志野市） ・志木小学校・いろは遊学図書館

（志木市） 
・大和市文化創造拠点シリウス（大和市） 
・ゆいの森あらかわ（荒川区） 
・品川リハビリテーションパーク

（品川区） 
・旧渋谷小学校跡地複合施設 美

竹の丘・しぶや（渋谷区） 
・越後妻有文化ホール・中央公民館

（十日町市） 
・かすみ防災アリーナ（神栖市） 
・八王子駅南口集いの拠点（八王子市） 
・サントミューゼ（上田市） 

・藤久保地域拠点整備事業（三芳町） 
・みんなの賑わい交流拠点コンパ

ス（香取市） 

－ 
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表 4.6 ヒアリング結果（3/3） 

 A 社 B 社 C 社 D 社 E 社 

7.その他 地 域 全

体 の 将

来像 

・今回の再整備を通じて成田ニュ

ータウンの新しい住まい方を実

現するような地域全体の将来像

やコンセプトが必要と思われる。 

・地域の将来像に対する検討が必

要（目標像、機能配置、歩行者動

線他）と思われる。最終的に計画

地全体で複合化していくとよい。

エリア内を回遊できたほうが市

民目線でもよい再整備となるの

ではないか。 

－ 

・北側敷地を交通結節点的なスペ

ースとしてバスターミナル等を

整備すると、自家用車以外でも来

訪でき、公園と商業施設群、公共

施設群間の連携の核になる。 

－ 

将 来 的

な 地 域

の 担 い

手 づ く

り － － 

・再整備後の民営による効果を高め

るためには、再整備の計画段階か

ら事業者ヒアリングや利用者を交

えたワークショップ等を通じ、供

用後を見据えた体制構築・関係構

築にも取り組んだ方がよい。 

－ 

・本再整備を通じて地域をあげた

拠点性を高めるためには、エリア

マネジメント組織の組成に注力

し、地域活動のハブにすることが

想定される。 

・上記組織を通じた赤坂公園との

連携や再整備した施設の利用促

進等に取組むことで、地域の活性

化が期待できる。 

既 存 施

設 の 長

寿命化 － 

・図書館（本館）は、リノベーショ

ンして長寿命化することも候補

に入れてよいように思われる。 

・既存施設を長寿命化する場合、図

書館の方が他用途への転用や ZEB

化が図りやすい。 

・一般的に改修による長寿命化は、

新築と比べても工事費が各段に

安くなることは少なく、新築時よ

り人手を要するため、明確なメリ

ットとなりにくい。 

－ 

再 整 備

の 条 件

設置 

・余剰地の活用について、定期借地

とした場合、活用方法が限定され

るおそれがある（借地料に見合う

事業性のある機能誘致が課題）。 

・近年の動向として、建設費の高騰

など事業着手段階から状況が変

化することがあるため、事業者選

定時にスライド条項を設けるな

ど柔軟な条件設定が望ましい。 

・南側敷地に再整備した場合、メイ

ン通りから視認しづらいので、誘

導案内に配慮が必要。 

・現状中央公民館及び図書館（本

館）の駐車場台数は少なくみえる

ため、再整備を通じた十分な駐車

場台数確保が必要。 

－ － 

・昨今の公共施設再整備において

は、DX への対応や ZEB 化といっ

た要件が求められるため、どの水

準を目指すか検討が必要である。 
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5.1 中央公民館、図書館（本館）の再整備に関する検討方針の整理 

5.1.1 再整備に係る検討の視点 

中央公民館及び図書館（本館）について、これらの機能を集約した場合と集約せずに

再整備した場合における、メリット・デメリットを検証する。 

再整備に係る検討の視点を以下に示す。 
 

表 5.1 再整備に係る検討の視点 

視  点 概  要 

行政負担 ・中央公民館及び図書館（本館）の再整備の手法検討にあたり、行

政負担が重要な評価要素となる。 

・下記 2 ケースについて建設コスト・ランニングコストの比較検証

を行う。 

①長寿命化と建替えの比較 

②建替える場合、従来手法と PFI 手法を活用した場合の比較 

市民意見 ・成田ニュータウンの活性化への寄与の観点から市民アンケート

及びワークショップで出た意見を参考とした。 

民間事業者意見 ・官民連携手法の活用を検討するため、民間企業の視点での意見を

整理する。 

5.1.2 再整備方法 

既存の中央公民館及び図書館（本館）の再整備の方法は、2 通りが考えられる。 
 

表 5.2 再整備方法 

再整備方法 概要 

機能を集約し 

再整備 

・中央公民館と図書館（本館）の機能を集約した施設として整備。 

・並行して検討されている複合施設への統合も想定される。 

個別に再整備 
・各施設の状況に応じて個別に再整備。 

・現位置での建替えや長寿命化（計画修繕）の実施が想定される。 

5.1.3 再整備パターンの整理 

前項で整理した条件を踏まえた再整備パターンを示す。 
 

表 5.3 再整備パターン 

 機能を集約し再整備 個別に再整備 

北側敷地 ・既存施設のある敷地に機能を集約

した施設として再整備（南側の敷地

には公民館と図書館（本館）以外の

機能を備えた複合施設を別に整備） 

→敷地内に高低差があるため、施設計

画や動線計画上の配慮が必要 

・既存施設のある敷地を基本に再

整備 

→再整備期間中の機能継続につ

いて検討が必要 

南側敷地 ・既存施設の機能を複合施設に集約

した施設として再整備 

→既存施設のある敷地（北側敷地）

の跡地利用について検討が必要 

→容積率が北側に比べ大きいため、規

模拡大や新たな機能導入が可能 

・既存施設を個別に再整備 

→既存施設のある敷地（北側敷

地）の跡地利用について検討

が必要 

→容積率が増加するため、規模

拡大が可能 
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5.2 再整備に係る行政負担及び民間事業者意見による検証 

5.2.1 行政負担の検証 

既存施設を耐用年数まで使用した後に建替えを実施する場合と、複合施設として建替

えた場合の、ライフサイクルコストについて検証した。 

 

ライフサイクルコストを比較するための計算条件を整理した。なお、条件設定につ

いては、「成田市公共施設保全計画（平成 26(2014)年 3 月）」における「修繕・改修

期間の設定」に準拠した。 

 

■「成田市公共施設保全計画」における修繕・改修期間の設定 

・竣工からの経過年数が 35～40 年の建物を対象に、躯体の健全度調査※を実施し、

建物の長寿命化対策の実施有無を検討する。 

※建築物の骨組みの健全性を調査（鉄筋コンクリート造（RC 造）の場合、コンク

リートの強度、コンクリートの中性化、鉄筋の腐食状況の調査）を実施 

・躯体が健全で 80 年まで使用できる場合の修繕・改修周期の標準イメージを以下に示す。 

 

経過年数 工事名 対応内容 

築 20 年目 中規模修繕 ・経年により通常発生する損耗、機能低下に対

する復旧措置を行い、機能を回復させる。 

築 40 年目 大規模修繕 ・近年の社会的要求（省エネ化、ライフライン

の更新等）に応じた改修を行い、機能を向上

させる。 

築 60 年目 長寿命化修繕 ・経年により通常発生する損耗、機能低下に対

する復旧措置に加え、社会的要求も一部反映

し、機能を回復、向上させる。 

築 80 年目 建替え ・行政需要及び社会的ニーズの有無、複合化の

可能性、コスト推計による比較を踏まえ、単

独建替えと複合化建替え、廃止を検討する。 
 

 

表 5.4 検討対象施設の概要 

施設名 延床面積 建築年 

中央公民館 2,578.4 ㎡ 昭和 54(1979)年（築 44 年） 

図書館（本館） 5,179.2 ㎡ 昭和 59(1984)年（築 39 年） 
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前項までの整理を踏まえ、既存施設を長寿命化した場合と建替えた場合の比較を行った。 

既存施設を長寿命化した場合、既存施設は概ね 40 年経過した施設であるため、大規模

修繕を実施した後、20 年後に長寿命化修繕、40 年後に建替えを実施することとなる。 

また、再整備する複合施設についても、20 年後に中規模修繕、40 年後に大規模改修を

図るものと想定される。 

以上より、既存施設及び複合施設は、今後 40 年程度の期間においては、改修等に係

る実施回数は同程度になると想定される。一方、一般的に中規模修繕より長寿命化修

繕は、設備等の老朽化に伴う改修費用の増加や時代の変化に対応した新たな設備導入

が必要となることから、既存施設を継続使用する場合、建替え以上の費用がかかるこ

とが想定される。 

 

表 5.5 長寿命化した場合と建替えた場合の改修等の実施比較 

用  途 中規模修繕 大規模改修 長寿命化修繕 建替え 

中央公民館 

（築 44 年） 
－ 

１回実施 

（早々に実施※） 

1 回実施 

（20 年後） 

1 回実施 

（40 年後） 

図書館（本館） 

（築 39 年） 
－ 

１回実施 

（早々に実施※） 

1 回実施 

（20 年後） 

1 回実施 

（40 年後） 

複合施設 

（今後整備） 

1 回実施 

（20 年後） 

1 回実施 

（40 年後） 
－ 

１回実施 

（再整備時） 

※「成田市公共施設保全計画」では、築 35～40 年の建物は躯体の健全性調査を実施した後、大規模修

繕を実施することとされているため、築 39 年及び築 44 年となる各施設においては、早々に大規模修

繕を実施するものと想定 

 

官民連携手法を活用した場合の検討にあたっては、「成田市 PPP/PFI 手法導入指針（令

和 2(2020)年）」に基づき、内閣府「PPP/PFI 手法導入優先的検討規程策定の手引（令和

4(2022)年 9 月）」による「費用総額の比較による評価」を活用し検証した。 

具体的には、PPP/PFI 手法簡易定量評価調書により、自ら公共施設等の整備等を行う

従来型手法による場合と、採用手法を導入した場合との間で、以下の費用等の総額（以

下「費用総額」という。）を比較し、採用手法の導入の適否を評価した。 

 

■費用算定にあたり評価した費用 

① 公共施設等の整備等（運営等を除く）の費用 

② 公共施設等の運営等の費用 

③ 民間事業者の適正な利益及び配当 

④ 調査に要する費用 

⑤ 資金調達に要する費用 

⑥ 利用料金収入 
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PPP/PFI 手法簡易定量評価調書による比較表を以下に示す。 

 

表 5.6 PPP/PFI 手法簡易定量評価調書 

  
従来型手法 

（公共施設等の管理者等が自ら 
整備等を行う手法） 

採用手法 
（候補となる PPP/PFI 手法） 

整備等（運営等を
除く）費用 

44.4 億円 40.0 億円 

＜算出根拠＞ 

・本市の直近整備事例である「もり
んぴあこうづ（公津の杜コミュニテ
ィセンター）（平成 25(2013）年度
開所）」の床面積当たりの単価（約
44 万円/㎡）に国土交通省公表のデ
フレーター（平成 25(2013)年度に対
する令和 5(2023)年度値：1.3）を用
い算出（約 57 万円/㎡） 

・施設面積は、既存施設の延床面
積（約 7,760 ㎡）を採用 

・従来型手法より 10％削減の想定 

運営等費用 156.6 億円 140.9 億円 

＜算出根拠＞ 
・令和 2(2020)～4(2022)年度実績
平均値（図書館約 4.9 億円、公民
館約 2.9 億円）を採用 

・従来型手法より 10％削減の想定 

利用料収入 177.1 万円 194.8 万円 

＜算出根拠＞ 

・令和 2(2020)～4(2022)年度実績
平均値（図書館 0 万円、公民館約
8.9 万円）を採用し、事業期間の
合計値を算出 

・従来型手法より 10％増加の想定 

資金調達費用 4.7 億円 8.0 億円 

＜算出根拠＞ 

・想定される起債充当率（75％）、起
債利率（1.3％）、起債償還方法（償
還期間（20年）、償還方法（元利均
等））を元に算出 

・公共が自ら資金調達をした場合の
利率に 0.5％を上乗せ 

調査等費用 － 0.25 億円 

＜算出根拠＞ ・従来型手法の場合は想定せず 
・導入可能性調査の費用及びその
後の業務委託の費用の想定（国ガ
イドラインの標準値） 

税金 － 0.03 億円 

＜算出根拠＞ ・従来型手法の場合は想定せず 
・各年度の損益に法人実効税率
32.11％を乗じて算出 

税引後損益 － 0.06 億円 

＜算出根拠＞ ・従来型手法の場合は想定せず 
・EIRR が 5％以上確保されること
を想定 

合計 205.7 億円 189.2 億円 

合計（現在価値） 161.4 億円 146.1 億円 

財政支出削減率 － VFM は 15.3 億円（約 9.4％） 

その他 
（前提条件等） 

事業期間 20 年間、割引率 2.6％ 
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「既存施設を長寿命化して活用した場合と建替えた場合」及び「建替える場合に官民

連携手法を導入した場合」について検証した。 

その結果として、建替え時期までの 40 年程度の期間を対象とした場合においては、既

存施設を継続使用する場合、建替え以上の費用がかかることが想定された。また、PFI 手

法（BTO 方式）を実施した場合のシミュレーションによる VFM は約 9.4%と官民連携手法

の導入が十分想定できる結果となっている。 

以上を踏まえ、今後再整備に係る基本構想や基本計画の検討に際しては、官民連携手法の

活用も見据えた民間事業者の意見聴取や事業内容の精査を進めることが考えられる。 
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5.2.2 市民意見の検証（第 2 章の調査結果再掲） 

第 2 章の成果を踏まえ、中央公民館及び図書館（本館）、複合施設に求められる事項

について整理した。 

 

市民アンケート調査の結果において、図書館（本館）・中央公民館の利用満足度に対

しての評価は、不満が多いわけではないが、積極的に満足しているわけでもない。 

＜関連する市民アンケート結果＞ 

・施設の使いやすさ、空調環境など施設の基本的な性能に対する不満は多いわけでない。 

・しかし、ICT 環境や多世代目線での利用しやすさについては、「どちらともいえない」

が多く、この点で現施設は、特徴を感じにくい評価がなされている。 

 

図書館（本館）、中央公民館、赤坂分室の機能は複合施設でも求められている。また、

健康づくり・運動も含めて多目的に利用できるスペース、子育て世代向けのサービス、

カフェ・物販等の民間サービスが重視されている。 

＜関連する市民アンケート結果＞ 

・市民向け行政サービスが最も重要度が高く（81％）、赤坂分室の機能は重視されてい

ると想定される。 

・健康づくりのためのスペース（70％）、屋内で運動等を楽しめるスペース（68％）の

重要度が高く、多目的スペースが重視されていると想定される。 

・図書館の貸し出しサービス（68％）、集中して勉強ができる学習スペース（67％）の

重要度が高く、図書館機能の充実が重視されていると想定される。 

・子育ての相談窓口など育児支援サービス（63％）、幼児向けの屋内遊具スペース

（63％）、託児・一時預かりサービス（57％）の重要度が高く、子育て世代が利用す

る機能が重視されていると想定される。 

・文化・芸術などの生涯学習（61％）の重要度が高く、中央公民館の機能が重視され

ていると想定される。 

・カフェ・レストランなどの飲食サービス（74％）、コンビニ・売店などの物販サービス（66％）

の重要度が高く、民間のサービス機能が重視されていると想定される。 

 

複合施設には多世代が交流、活動できる拠点としての機能を備えるとともに、災害時

には地域の避難拠点となることが求められている。 

＜関連する市民アンケート結果＞ 

・災害時には、地域の避難空間となる機能を備えることが最も重要度が高く（94％）、

複合施設は防災機能を併せ持つことが求められている。 

・居心地が良く、ゆっくり滞在できること（86％）、高齢者や障がい者が利用しやすい

こと（84％）、親子連れで利用しやすいこと（82％）、学生や若者が利用しやすいこ

と（77％）の重要度が高く、多世代が利用しやすい施設整備が求められている。 
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5.2.3 民間事業者意見の検証 

第 4 章の民間事業者ヒアリングにおける再整備方法等に関する意見を整理した。 

ヒアリング調査で得た再整備の手法に関する意見を以下に示す。 

再整備方法については、個別に建替えるよりも機能の複合化によるライフサイクルコ

ストの低減や利用率の向上、新たな需要の創出等が期待できる「公民館と図書館の機能

を集約し再整備」に対する評価が高かった。 

また、再整備パターンについては、既存施設を運用しながら再整備が実施でき、周辺

施設との連携が容易な「南側敷地に集約」に対する評価が高かった。 

表 5.7 再整備方法に関する意見 

再整備方法 民間事業者意見 

機能を集約し再

整備 

・機能を集約することで市民サービスとしての相乗効果を期待できる。 
・機能を複合化させることで施設がコンパクトになり、ライフサイ
クルコストの低減ができる。 

・複合化により機能間の相互利用が期待できる。 

個別に再整備 ・同時期に別々に再整備の手続きを進めることは非効率と思われる。 
 

表 5.8 再整備パターンに関する意見 

再整備パターン 民間事業者意見 

北側敷地に集約 ・北側に集約する場合、赤坂公園と一体となった施設計画が可能。 
・既存の図書館機能を維持したままでの再整備となるため、施設配
置計画上の制約が多い。 

・隣接した住宅があるため、騒音等で施工時の配慮が必要。 
・南側の余剰地が、既存商業施設と連携しやすく自由度が高い。 

南側敷地に集約 ・南側に集約する場合、更地に建設できるので、新施設整備中の既
存施設に対する負荷が少ない。 

・南側に集約し、近隣の商業施設と連携して地域を活性化していく
ことがよい。 

・連担した地区であるため、近隣の商業施設との移動が容易で連携
が図りやすく、拠点性が増す。 

・幹線道路から入った敷地のため、案内誘導等の配慮が必要。 

南北の敷地に分散 ・施設が分散することで、利用者の利便性が下がる。 
・道路で南北が分断されるため、動線計画が課題。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 5.1 複合施設を整備する敷地の位置  

複合施設整備検討敷地 

南側敷地 

北側敷地 

商業施設 

赤坂公園 
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5.3 再整備パターン毎のメリット・デメリットの整理 

5.3.1 メリット・デメリットの整理 

前項までの検証を踏まえた再整備パターン毎のメリット・デメリットを以下に示す。 

 

表 5.9 再整備パターン毎のメリット・デメリット 

パターン 視点 メリット デメリット 

中央公民
館と図書
館（本館）
の機能を 
集約し 
再整備 

施設計画 ・施設利用の多様性が生まれ、
施設の魅力向上につながる 

・機能を集約化することで、効率
的な施設配置が計画できる 

・機能の複雑化による施設設計
の難易度が上がる（動線、プ
ライバシー等への配慮 他） 

運営の 
効率化 

・類似機能の共有化により利用
効率が高まる 

・施設統廃合により行政コスト
が削減される 

・機能を集約することで市民サー
ビスの相乗効果を期待できる 

・所管部局を横断した施設となる
ため、施設全体として取組む事
項の調整、手続きが増える 

官民連携
促進 

・民間活力導入の可能性が高まる 
・集約後の跡地をまちづくりに

活用できる 

・導入機能が多岐にわたる場
合、参画企業が限られる 

成田ニュ
ータウン
の活性化
への寄与 

・複合施設として整備すること
で新たな利用層の発掘が期待
できる 

・機能を集約化することで利便
性が向上する 

・集約後の余剰地の活用によ
り、本地区の拠点性が増し、
地区の魅力向上に繋がる 

・本地区以外の機能を集約した場
合、各施設の跡地の活用を行わ
ないと地区間での提供サービ
スの差が発生することが懸念
される 

中央公民
館と図書
館（本館）
を個別に 
再整備 

施設計画 ・機能に特化した施設計画が可能 ・施設の建替え等を行う場合、一
時的に休館となる可能性がある 

・機能を継続しながら施設整備
を行う場合、施設計画上の制
約が多くなる 

運営の 
効率化 

・現在の利用環境が保全される ・施設の統廃合が進まず、行政
コスト削減への寄与が少ない 

・再整備中も機能を継続する場
合、代替施設を確保する必要
があるため、非効率 

官民連携
促進 

－ 

・民間活力を導入することが可
能なメニューが限定的 

・事業規模が小さく民間事業者
の参画が限定的 

成田ニュ
ータウン
の活性化
への寄与 

－ 

・市民ニーズのある機能を導入
しない場合、新たな利用者獲
得への効果が限定的 
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6.1 整備スケジュールの検討にあたっての条件設定 

6.1.1 敷地 

複合施設を整備する敷地は、第4章の検討結果を踏まえ、「南側敷地で整備」した場合で検証する。 

6.1.2 対象施設 

対象とする施設は、第 4 章の検討結果を踏まえ、「複合施設に既存の中央公民館及び図

書館（本館）を統合」した場合で検証する。 

6.1.3 事業手法 

事業手法は、費用面では官民連携手法が推奨されるものの、手続き面では従来手法より

も煩雑になることが一般的である。また、現時点では従来手法においても特段のデメリッ

トがあることが確認されたわけではないことから、以下の 2 つについて検討した。 

表 6.1 事業手法 

事業手法 概要 

従来手法 

（公設公営方式） 

・公共主体で施設を設計・建設、所有し、公共が自ら施設の維持

管理をすることにより処理対象物の適正処理を行う。 

・設計・施工をあわせて発注し、設計会社やゼネコン等との JV

（Joint Venture）と契約を行う「設計・施工契約」が一般的

である。 

・公共が資金調達し、公共の施設として民間企業は性能仕様を満たす

ように施設を設計・建設し、施設の運営維持管理も公共が行う。 

 

官民連携手法 

（PFI（BTO 方式）） 

・民間事業者が資金調達し、自己の施設として設計・建設、運営維持

管理を一括して行う。施設完成後、所有権は公共に引き渡される。 

 

公共 

建設工事請負契約 維持管理業務委託

建設企業 維持管理企業 

建設 運営 

公共 

事業契約 

建設企業 

維持管理企業 

建設 

運営 

特定目的会社（SPC） 
建設工事請負契約 

維持管理業務委託

金融機関 出資者 

融資 
元利
償還 出資 配当 
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6.2 事業手法毎の整備スケジュールの検討 

6.2.1 従来手法による整備の事業スケジュール 

従来手法（公設公営方式）は、資金調達から設計・建設、管理運営までを公共主体で実

施する。施設整備にあたっての実施内容を以下に示す。 

 

表 6.2 従来手法による実施内容 

実施内容 概要 

基本構想策定 ・ニーズの把握や類似施設調査をもとに基本理念を樹立し、機能、

規模、立地等について検討を行う。 

・事業方法や事業スケジュール、管理運営等を含めた総合的な検討を行う。 

基本計画策定 ・設計与条件を整理し、建物としての機能や、施設の条件を設定す

るとともに、施設イメージの概念をまとめる。 

・この段階で基本構想段階のコンセプトの見直しや追加を行い、運

用段階までを視野に入れたコンセプトとして確立する。 

基本設計 ・建物のイメージを決定し、仕様、性能、空間構成、構造計画、設

備計画など実施設計に必要な事項を確定する。 

・概算工事費を算定し、予算面との整合化を図る。 

実施設計 ・基本設計に基づき、建物の詳細にわたる図面を作成し、工事発注

のための積算を実施する。 

・諸手続・申請及び関係協議等を行う。 

施工 

（設計・施工） 

・工事業者を決定し、工事を着手する。 

・監理者は設計図書に基づき監理業務を行う。 

・竣工検査を行い合格後、建物が引渡される。 

 

従来手法による実施内容毎の概ね期間を以下に示す。 

事業期間は、「地方公共団体向けサービス購入型 PFI 事業実施手続簡易化マニュアル

（平成 26(2014)年 6 月）」（以下、「マニュアル」という。）」を参照し設定した。 
 

表 6.3 従来手法による実施内容毎の概ね期間 

実施内容 概ねの期間 

基本構想策定 発注  2 か月 

検討 10 か月 

基本計画策定 発注  2 か月 

検討 10 か月 

基本設計 発注  2 か月 

実施 10 か月 

実施設計 発注  2 か月 

実施 10 か月 

施工（設計・施工） 12 か月 

合計 5 年 0 か月 

※概ねの期間は、一般的な事業スケジュールを整理したものであり、今後の事

業の進捗状況や社会情勢の変化等により、変更することがある。 
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6.2.2 官民連携手法を活用した場合の事業スケジュール 

PFI 手法（BTO 方式）は、民間事業者が資金調達し、自己の施設として設計・建設、運

営維持管理を一括して行うものであり、公共は民間事業者選定に係る手続きや仕様作成

を主に担うこととなる。施設整備にあたっての実施内容を以下に示す。 

 

表 6.4 PFI 手法（BTO 方式）による実施内容 

実施内容 概要 

基本構想策定 ・従来手法と同様 

基本計画策定 ・従来手法と同様 

導入可能性調査 ・PFI 導入可能性の可否を総合的に判断するため

の調査（PFI 手続きに関する事務工程にあわせ、

技術、財務、法務など広範な分野の検証）を行う。 

事業者選定アドバイザリー業務 ・事業者選定に向けた各種手続きを円滑に進め

るための資料作成や関係者調整を支援する。 

民間事業者募集 ・本事業を実施する民間事業者を公募する。 

特定事業契約締結 ・選定された民間事業者と「民間資金等の活用に

よる公共施設等の整備等の促進に関する法律

(PFI 法)」に基づく特定事業契約を締結する。 

施行（設計・施工） ・契約内容に基づく事業を実施する。 

 

PFI 手法（BTO 方式）による実施内容毎の概ね期間を以下に示す。 

事業期間は、前項同様にマニュアルを参照し設定した。 

表 6.5 PFI 手法（BTO 方式）による実施内容毎の概ね期間 

実施内容 概ねの期間 

基本構想策定 発注  2 か月 

検討 10 か月 

基本計画策定 発注  2 か月 

検討 10 か月 

導入可能性 

調査 

発注  2 か月 

実施 10 か月 

事業者選定 

アドバイザリ

ー業務 

発注  2 か月 

実施方針策定  4 か月 

特定事業選定  3 か月 

入札説明書等作成  5 か月 

民間事業者 

募集 

公募実施  3 か月 

審査  2 か月 

特定事業契約締結  3 か月 

施工（設計・施工） 13 か月 

合計 5 年 7 か月 
※「実施方針策定」及び「特定事業選定」、「入札説明書等作成」は、並行しなが

ら実施する事項であるため、合計期間は、かならずしも各項目の合計値と一致

しない。 

※概ねの期間は、一般的な事業スケジュールを整理したものであり、今後の事業

の進捗状況や社会情勢の変化等により、変更することがある。 
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一般的な PFI 手法（BTO 方式）の場合、従来手法より時間を要することが想定される。

なお、現在国ではマニュアルを公表し、手続きの簡易化や期間の短縮化の要点を整理し

ている。 

本マニュアルにおける手続き期間の短縮が図られるポイントを以下に示す。 

以下のポイントを踏まえ、同時並行で進められる事項の精査を進め、効率的に事業推

進を図ることで、従来手法より短縮化した事業実施スケジュールを設定することが可能

である。

表 6.6 マニュアルにおける手続き期間の短縮のポイント 

実施内容 概要 

基本構想及び基本計画と事業 

手法検討調査業務を一括実施 

・施設整備の基本構想、基本計画等の検討の際に、PFI

手法も含む複数の事業手法の検討を併せて実施 

・公共施設等の整備等に関する事業の検討と複数の

事業手法の検討を同時に行うことで、公共施設等

の整備等の実施に関する事業手法の決定を早い

段階で行うことが可能 

・PFI 事業として公共施設等の整備等を実施するこ

とを選択した場合においても、公共部門自ら実施

する場合と同等、または、より早い供用開始スケ

ジュールで事業を進めることが可能 

実施方針公表後の質問回答の省略 ・質問回答を省略し意見の受付のみとすることが可能 

・実施方針公表前の市場調査や過去の PFI 事業にお

ける同種事業の前例を踏まえた実施方針を策定

することにより、民間事業者が必要とする情報を

効率的に提供することが可能 

特定事業の選定と民間事業者の

募集開始（入札公告）の同時実

施 

・債務負担行為設定時期と民間事業者の募集開始

（入札公告）時期との整合を図った上で、特定事

業選定と民間事業者の募集（入札公告）の同時実

施が可能 

※債務負担行為の設定時期を特定事業の選定後か

ら民間事業者の募集開始（入札公告）前として

いる地方公共団体の場合は実施困難 

効率的なタイミング及び方法に 

よる VFM の算出 

・事業の基本構想／基本計画段階では、類似の前提

条件により算出された過去の PFI 事業の VFM の実

績や、過去の同種事業における建設単価や削減率

の実績値等を用いて算出した VFM により、客観的

な評価を行い、PFI 事業として実施することの是

非を判断することが可能 

審査委員会の効率的な開催 ・事業の内容等に応じて、審査委員会における審議

事項を民間事業者の選定に関することに絞り込

み、開催回数を最小限に抑えることが可能 
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なお、マニュアルにおける手続き期間の短縮が図られるポイントを踏まえた各整備手

法による複合施設の整備スケジュールを以下に示す。 

 

 

出典：地方公共団体向けサービス購入型 PFI 事業実施手続簡易化マニュアル（平成 26(2014)年 6 月）を基に作成

図 6.1 複合施設の整備スケジュール（イメージ） 
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7.1 複合施設整備の方向性 

7.1.1 複合施設に期待される役割 

各種調査結果を踏まえた複合施設に期待される役割を整理した。 

 

上位関連計画において本地区は、「本市の商業機能を担う中核的な拠点として、商業・

業務機能、全市及び地域に対する公共・公益サービス機能等の都市機能の充実を図るこ

と」が位置付けられている。また、市民アンケートの複合施設の整備で重要と思うこと

の評価として、「各種申請窓口など市民向けサービス」が最も多かった。 

以上を踏まえ、複合施設において、赤坂分室で提供している行政窓口サービスをはじめと

する各種サービス等を導入することで、市民ニーズや複合化する他機能との相乗効果を発

揮することが期待される。 

 

成田ニュータウンには、中央公民館、赤坂ふれあいセンター、男女共同参画センター

に市民の文化・学習活動の場があり、3 施設を合わせた利用者数の推移をみると、文化・

学習活動のニーズは高い状況にある。また、成田ニュータウンの人口構造として、少子

高齢化の進展や世帯規模の縮小がみられることから、地域コミュニティ維持・醸成の観

点から文化・学習活動等を通じた多世代交流に取り組むことが望まれる。また、市民ワ

ークショップにおいて、図書館（本館）については、複合施設の核となる機能となるこ

とが期待されているほか、民間企業ヒアリングにおいては、集客力・相乗効果の面で複

合施設への併設を望む意見があった。 

以上を踏まえ、複合施設では、図書館（本館）を含む文化・学習活動を核とした世代

間交流の推進が期待される。 

 

成田空港の更なる機能強化に伴い、空港と空港関連企業の従事者の増加と新たな住宅需

要の発生が期待される。また、子ども館は、子育てのための拠点施設でもあり、複合施設の

整備と併せて機能の充実を図ることが考えられる。 

以上を踏まえ、複合施設では、将来的な図書館（本館）や文化・学習施設との連携策の検

討及び若い世代や子育て世代の転入促進の視点に着目した子育て支援の充実が期待される。 

 

市民アンケートの複合施設の整備で重要と思うことの評価として、「健康教室や健康

診断など健康づくりのためのスペース」が高い傾向にあった。また、民間企業ヒアリン

グでは、再整備に際して追加が望まれる機能として、対象者が老若男女と幅広いスポー

ツ系の機能に関する意見が多かった。 
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以上を踏まえ、複合施設では、健康づくりをきっかけとして人と人とのふれあいが生

まれるなどコミュニケーションを通じた健康づくりの場となることが期待される。 

 

市民アンケートの複合施設の整備で重要と思うことの評価として、「カフェ・レスト

ランなどの飲食サービス」が高かった。また、多くの選択肢で重要度が 50％以上であっ

たことから複合施設には多機能性が求められていると考えられる。さらに、赤坂地区に

は商業施設（旧ボンベルタ成田（令和 6(2024)年度リニューアルオープン予定））をは

じめとした商業機能が集積していることや緑豊かで遊具等もある赤坂公園が立地して

いることから相互連携による拠点性を発揮しやすい環境にある。 

一方、今回の検討敷地周辺は、高低差のある起伏に富む地形であることから、隣接す

る赤坂公園や商業施設等との連携強化による面的な広がりを持った拠点としていくた

めには、施設間の円滑な移動が可能な歩行空間の整備や公園・オープンスペース等の柔

軟な活用といった敷地周辺の取組みも並行して検討していく必要がある。 

以上を踏まえ、複合施設は、多くの市民を誘客する多機能による複合施設となること

が想定されるため、周辺施設を巻き込んだ民間による商業・サービス機能を含む民間ア

イデアの活用が期待される。 

 

本地区は、浸水被害のリスクはなく、土砂災害の危険箇所も分布していないほか、液状

化の危険度も低いといった災害リスクが小さい地区である。一方、広域停電や情報ネット

ワークの停止が生じた場合には、自宅が無事であっても避難生活の拠点が求められる可能

性がある。また、市民アンケートの複合施設の整備にあたっての工夫の評価として「災害

時には、地域の避難空間となる機能を備えること」や「太陽光発電設備の導入など地球環

境への負荷が小さい施設とすること」が高かった。太陽光発電は、環境効果に加えて、災

害時の自立電源として機能することが想定される。 

以上を踏まえ、複合施設は、災害時においても施設利用者だけなく、市民の避難等を

受け入れられる防災機能の強化とともに、地球環境に優しい自立型エネルギー設備を備

えることが期待される。 
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7.1.2 期待される役割を踏まえた導入機能の整理 

期待される役割を踏まえた導入機能を整理した。 

 

表 7.1 期待される役割を踏まえた導入機能例 

期待される役割 導入機能例 施設例 

公共・公益サー

ビス提供の充実 

【行政機能】 

・行政窓口サービスは、市民アンケート調査におい

てもニーズが高く、子どもから高齢者まで、

様々な世代が利用しやすい公共・公益サー

ビス機能を検討する必要がある。 

出典：アンフォーレ HP 

世代間交流の推進 【市民文化機能】 

・中央公民館、赤坂ふれあいセンター、男女共

同参画センターで提供しているサービスに

加え、文化振興に資する機能などを市民ニ

ーズ調査等を踏まえ検討する。 
出典：越後妻有文化ホール・

中央公民館 HP 

【社会教育機能】 

・図書館（本館）で提供しているサービスを基

本に、市民ニーズ調査等を踏まえ検討する。 

出典：学びの杜ののいち

カレード HP 

子育て支援の充実 【子育て支援機能】 

・子ども館で提供しているサービスを基本に、

若い世代や子育て世代のニーズを踏まえた

機能を検討する。 

出典：ゆいの森あらかわ HP 

健康づくりの場

の提供 

【スポーツ・レクリエーション機能】 

・近傍に「重兵衛スポーツフィールド中台」や

商業施設にフィットネス施設等が立地して

いるため、導入すべき機能の分析が必要だ

が、コミュニケーションの活性化に資する

健康づくりの場としての機能を検討する。 
 

出典：かみす防災アリーナHP 

民間アイデアの

活用 

【民間サービス】 

・行政機能など他の導入機能との相乗効果や

賑わい創出への寄与となるよう、民間事業

者のノウハウやアイデアを活用する。 

出典：しのざき文化プラザHP 

防災機能の強化 

・環境への配慮 

【防災機能】 

・被害想定を踏まえた防災機能を検討する。 

・再生可能エネルギー導入等による、脱炭素化

への寄与について検討する。 

 

 

 

出典：茜が丘複合施設HP 
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7.2 導入する機能の方向性 

7.2.1 導入機能の種類 

複合施設に導入が想定される機能は、「成田市公共施設等総合管理計画」に示された公共施

設類型を基本に整理した。なお、各機能と該当する施設を以下に示す。 

 

表 7.2 公共施設類型及び該当する施設 

類型 施設名 

市民文化系施設 公民館、共同利用施設、青年館、文化会館、文化芸

術センター等 

社会教育系施設 図書館、記念館、資料館、生涯大学校 

スポーツ・レクリエーション系施設 総合運動施設、スポーツ広場、地区運動施設等 

産業系施設 勤労会館、農産物加工施設 

学校教育系施設 小学校、中学校、給食センター、共同調理場等 

子育て支援施設 幼稚園、保育園、子育て支援センター、児童ホーム等 

保健・福祉施設 老人デイサービスセンター、障がい者（児）福祉施

設、保健福祉館、地域福祉センター等 

医療施設 診療所 

行政系施設 庁舎、支所、消防署、消防団拠点施設等 

公営住宅 市営住宅 

供給処理施設 清掃工場、リサイクルプラザ、浄化センター等 

その他 駐輪場、駐車場等 
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7.2.2 各章検討成果との対応の整理 

これまでの検討結果を踏まえ、複合施設に導入する機能を検討した。 

各章における検討成果からみた導入機能の方向性及び導入機能を以下に示す。 

 

表 7.3 各章の検討成果からみた導入機能の方向性及び導入機能（1/2） 

項  目 方向性 導入機能 

第 1 章  

調査の概

要、前提条

件の整理 

今後、成田空港の更なる機能強化に伴

い、空港と空港関連企業の従業者の増加

と新たな住宅需要の発生が期待される

ことから、複合施設の整備検討にあたっ

ては、若い世代や子育て世代の転入促進

の視点も必要である。 

・子育て支援機能（子育て支援

センター等） 

第 2 章  

市民ニーズ

の調査 

図書館（本館）、中央公民館、赤坂分室

の機能は複合施設でも求められている。 

・社会教育機能（図書館） 

・市民文化機能（公民館） 

・行政機能（分室） 

健康づくり・運動も含めて多目的に利

用できるスペース、子育て世代向けの

サービス、カフェ・物販等の民間サー

ビスが重視されている。 

・スポーツ・レクリエーション

機能（多目的室等） 

・子育て支援機能（子育て支援

センター等） 

・民間サービス（カフェ・物販） 

複合施設には多世代が交流、活動でき

る拠点として、災害時には地域の避難

拠点となることが求められている。 

・防災機能（避難場所、再生可

能エネルギー設備） 

第 3 章  

成田ニュー

タウンを中

心とした全

市的な現状

把握・分析 

複数の文化関連施設等が配置されてい

るものの、中央公民館の老朽化が進行

していることから、生涯学習の拠点と

なる施設の再整備を検討する必要があ

る。 

・市民文化機能（文化会館） 

子ども館が配置され、保育園や幼稚園

も密度高く配置されているが、子育て

機能の更なる充実を検討する必要があ

る。また、複合施設の整備予定地にお

いて、暫定利用として整備している赤

坂保育園の今後の取扱いについて、検

討が必要である。 

・子育て支援機能（子育て支援

センター等） 
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表 7.4 各章の検討成果からみた導入機能の方向性及び導入機能（2/2） 

項  目 方向性 導入機能 

第 4 章  

民間企業 

ヒアリング 

子育て世帯向けの機能（子どもが遊べ

る場所、子どもの一時預かり施設） 

利用者の定住促進につながる機能 

・子育て支援機能（子育て支援

センター等） 

成田ニュータウンの将来的な高齢化

を見据えた福祉機能 

・市民文化機能（男女共同参画

センター） 

利用者利便性向上の観点から行政手

続き窓口 

・行政機能（分室） 

小体育館、スタジオまたは簡単なジム

等のスポーツ施設、フットサル場、パ

ークゴルフ等スポーツ系の機能、多目

的ホール、運動・健康増進のためのフ

ィットネスクラブ 

・スポーツ・レクリエーション機

能（多目的室等） 

コワーキングスペース 

子育て支援機能と連携する場合、PC・

ビジネスコーナー（設置されているPC、

持ち込み PC が利用可のスペース） 

・市民文化機能（コワーキング

スペース） 

カフェ ・民間サービス（カフェ） 

第 5 章  

中央公民館、

図書館（本

館）の再整備

に係る検証と

考察 

機能を複合化させることで施設がコ

ンパクトになり、ライフサイクルコス

トが低減できる。 

複合化により機能間の相互利用が期

待できる。 

・社会教育機能（図書館） 

・市民文化機能（公民館） 
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7.3 導入機能の評価 

7.3.1 評価の視点 

市民アンケート及びワークショップにて意見のあった、望まれる機能等を基に評価した。 

評価した結果を以下に示す。 

市民アンケート及びワークショップで希望のあった機能は、6 つ（子育て支援機能、社

会教育機能、市民文化機能、行政機能、スポーツ・レクリエーション機能、民間サービス）

であった。 

 

表 7.5 導入が想定される機能の整理 

導入機能 市民アンケート調査 

（複合施設に求めること） 

ワークショップ 

（あったらいいなと思う施設/サービス） 

子育て支援機能 ・子育ての相談窓口など育

児支援サービス（63％） 

・幼児向けの屋内遊具スペ

ース（63％） 

・子育て支援センターや児童館 

・不登校の子どもたちの居場所 

・プレイパーク、見守りサービス 

・子どもの体験施設 

・子どもと多世代の交流 

社会教育機能 ・図書館（本館）の貸し出し

サービス（68％） 

・窓から景色を楽しみながら読書が

できる 

・カフェスペースがあり、飲食できる 

・赤ちゃん、子ども、親が楽しめる 

・おしゃべりのスペースと読書を分ける 

・図書のドライブスルーや寄付コーナー 

市民文化機能 ・文化・芸術などの生涯学

習（61%） 

・アートな活動ができるスペース 

・音楽の練習ができるスペース 

・科学学習（プラネタリウムや科学展示） 

・集中して勉強ができる学

習スペース（67％） 

・広い学習スペース 

・Wi-Fi 環境の整備 

行政機能 ・市民向け行政サービス

（81％） 

・住民票等の交付サービス 

・各種相談窓口 

スポーツ・レクリ

エーション機能 

・健康づくりのためのスペ

ース（70％） 

・屋内で運動等を楽しめる

スペース（68％） 

・サウナやプール、ジム 

・学生が集まるようなアミューズメ

ント施設 

・ランニングやボルダリングができ

る施設 

民間サービス ・カフェ・レストランなど

の飲食サービス（74％） 

・コンビニ・売店などの物

販サービス（66％） 

・フードコートやファーストフード 

・地産地消レストラン 

・キッチンカー、居酒屋 

・商業施設、書店、若者向けのショップ 

防災機能 － － 

※（ ）内の数値は「大いに重要」「やや重要」を合わせた割合 
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各章の検討成果より抽出された導入機能について、複合化による相乗効果を検討した。 

相乗効果が多いに期待できる導入機能は、「子育て支援機能」、「社会教育機能」、「市

民文化機能」と考えられる。 

 

表 7.6 機能導入による相乗効果 

相乗効果 概要 効果の例 

集約化によるサー

ビスの質の向上 

・複合化による同一施設内

で、ワンストップ化できる

といったサービス向上が期

待できる 

・行政手続き窓口と子育て支援セ

ンターが複合化することで、利

用者が手続き等をワンストップ

化できる 

効率的な利用の

促進 

・同一施設内で時間による利用

方法を変更し、利用率向上や

共用部分の統合による施設利

用の効率化が期待できる 

・日中は高齢者の活動として利用

し、夜間は地域の方の会議室と

して利用するなど、施設の稼働

時間が長くなる 

多様な利用者の

交流促進 

・機能が近接することで、多

様な利用者の交流が期待で

きる 

・目的施設以外の機能が近接する

ことで、新たな利用や利用者間

の交流が促進される 

 

表 7.7 機能導入による相乗効果の評価 

導入機能 集約化によるサービ

スの質の向上 

効率的な利用の促進 多様な利用者の 

交流促進 

子育て支援機能 

（子育て支援セン

ター等） 

◎ ◎ ◎ 

社会教育機能 

（図書館） 
◎ ◎ ◎ 

市民文化機能 

（公民館、コワー

キングスペー

ス、文化会館） 

◎ ◎ ◎ 

行政機能 

（分室） 
◎ ◎ △ 

スポーツ・レクリ

エーション機能 

（多目的室等） 

〇 〇 ◎ 

民間サービス 

（カフェ、物販） 〇 ◎ ◎ 

防災機能 

（避難場所、再生可

能エネルギー設備） 

〇 〇 △ 

＜凡例＞◎：効果を大いに期待できる、〇：効果を期待できる、△：効果は限定的である 
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7.3.2 評価結果 

市民アンケート及びワークショップでは、6 つの機能（子育て支援機能、社会教育機能、

市民文化機能、行政機能、スポーツ・レクリエーション機能、民間サービス）に対する期

待が大きいことが把握できた。 

また、機能の複合化による相乗効果は、3 つの機能（子育て支援機能、社会教育機能、市

民文化機能）について、効果が大いに期待できることが把握できた。 

以上を踏まえ、複合施設に導入することが望ましい機能は、3 つの機能（子育て支援機

能、社会教育機能、市民文化機能）を基本としつつ、それ以外の機能（行政機能、スポー

ツ・レクリエーション機能、民間サービス、防災機能）の導入についても検討することが

必要と考える。 

 

表 7.8 複合施設へ導入を検討する機能 

項目 導入機能 今後の検討事項 

基本となる機能 子育て支援機能 

（子育て支援センター等） 

・子育て支援センターや児童

館、体験施設といった具体的

な実施内容の精査 

・複合施設の整備予定地におい

て暫定利用している赤坂保育

園の取扱いを検討 

社会教育機能 

（図書館） 

・現在の図書館（本館）の活用

状況を踏まえた必要規模や、

再整備に係る追加設備等の要

望の把握 

市民文化機能 

（公民館、コワーキングスペー

ス、文化会館） 

・現在の中央公民館の活用状況

を踏まえた必要規模や、再整

備に係る追加設備等の要望の

把握 

導入を検討する機能 行政機能 

（分室） 

・複合化を見据えた提供サービ

スの精査・見直し 

スポーツ・レクリエーション機能 

（多目的室等） 

・市民ニーズの把握を踏まえた

提供サービスの精査 

民間サービス 

（カフェ、物販） 

・民間事業者等の意向把握によ

る導入機能の精査 

防災機能 

（避難場所、再生可能エネルギ

ー設備） 

・公共施設として備えるべき防

災機能の精査 

・再生可能エネルギー設備等の

導入可能性の検討 
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8.1 将来ビジョンの検討 

 

将来ビジョンは、成田ニュータウンの再生を見据えた赤坂センター地区における複合施

設を整備するための将来像として示すものである。 

第 1 章から第 7 章までの検討成果を踏まえ、将来ビジョンを次頁のとおり策定する。 
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 （仮称）赤坂センター地区複合施設将来ビジョン 

【複合施設の目指すべき姿】 

 
【期待できる効果】 

・子育て関連施設と図書館や文化・学習施設等の連携強化による利便性の向上 

・民間のノウハウやアイデアを活用し、賑わいを創出する 

子育て支援の充実 

 

若い世代や子育て世代の

ニーズを踏まえた機能の

充実 

 

【導入機能例】 

子育て支援機能 

 

公共・公益サービスの充実 

 

複合施設に導入すること

で市民の利便性が向上 

 

 

【導入機能例】 

行政機能 

 

世代間交流の推進 

 

文化・学習活動を核とし

た世代間交流を推進 

 

 

【導入機能例】 

市民文化機能 

社会教育機能 

民間アイデアの活用 

 

民間事業者による商業・ 

サービス機能を取り入れ、

ノウハウやアイデアを活用 

 

【導入機能例】 

民間サービス 

（カフェ、物販など） 

 

健康づくりの場の提供 

 

コミュニケーションを通じ

た健康づくりの場を提供 

 

 

【導入機能例】 

スポーツ・ 

レクリエーション機能 

 

防災機能の強化・ 

環境への配慮 

防災機能の強化、再生可

能エネルギーの導入 

 

 

【導入機能例】 

防災機能 

 

【複合施設に期待される役割】 




